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海洋微細構造と植物プランクトン動態の関係 

 

独立行政法人水産総合研究センター  鬼塚 剛 

 

１．目的 

近年，八代海などの九州沿岸域では有害植物プランクトンによる赤潮が頻発しており，漁業被害も生

じている。植物プランクトンは増殖する際に光と栄養塩を利用するため，植物プランクトンの挙動は，

その分布深度や栄養塩環境に影響を与える海洋の混合過程と密接な関わりがあることが報告されてい

る。本研究では，八代海において，有害植物プランクトンが発生する夏季に微細構造プロファイラー等

を用いた海洋微細構造観測を実施し，植物プランクトンの鉛直分布・増減過程と微細構造の鉛直分布と

の対応関係を明らかにすることを目的とした。 

 

２．観測及びデータ 

九州西部に位置する八代海の姫戸沖定点（32°25.5´N，130°27.7´E，
水深約 27m）において 2013 年 8 月 3 日から 4 日にかけて瀬戸内海

区水産研究所所属の「しらふじ丸」によって 24 時間の昼夜連続観

測を行った（Fig. 1）。観測中は超音波ドップラー流速計（Workhorse 
ADCP 300 KHz, 1200 KHz, Teledyne RD Instruments）で流速の鉛直

分布を測定するとともに， 2 時間ごとに多項目水質計

（AAQ-RINKO, JFE アドバンテック）および微細構造プロファイ

ラー（TurboMAP-N9, JFE アドバンテック）を用いて，水温・塩分・

蛍光強度・光強度・濁度・流速シアーの鉛直分布を測定し，4 時

間ごとに 16 m 深まで 2 m 間隔で各層採水を実施した。得られた流

速シアーから乱流エネルギー散逸率 εを算出し，εと浮力振動数 N
から鉛直拡散係数 Kvを見積もった。採水試料は船上でプランクト

ン検鏡を行うとともに，一部を持ち帰りクロロフィル a・栄養

塩（DIN, DIP, DSi）分析を行った。昼夜連続観測前後には周辺

海域で姫戸沖定点を含む鉛直断面観測を実施した。 

 

３．結果と考察 

 8 月 3 日から 4 日にかけて実施した 24 時間の昼夜連続観測結果を Fig. 2 に示す。クロロフィル a 濃度

の極大層が密度躍層内の 7～13 m 深に継続して確認された。層厚は 2～5 m 程度，極大値は高いところ

で 20 mg m-3 以上に達し，8 月 3 日 16 時以降は σtが 21.5 の等値線に沿って分布していた。船上検鏡によ

ると，この極大層は Chaetoceros spp.を主体とする中型の珪藻類で構成されていた。鉛直拡散係数は 5 m

以浅や 15 m 以深では概して 10-4 m2 s-1を超える比較的高い値であったのに対し，クロロフィル極大層が

形成されていた 5～15 m深では 10-5～10-6 m2 s-1程度と相対的に値が小さかった。一方，渦鞭毛藻 Ceratium 

furca は密度躍層を超えて活発に日周鉛直移動しており，クロロフィル極大と異なる挙動を示した。DIN

濃度は 8 月 3 日の観測開始時には表層と 6 m 深を除いて 1 μM を超えていたが，その後低下していき，8

月 4 日には 10 m 以浅で 1 μM 以下となった。1 μM の等値線は徐々に深くなっており，クロロフィル極

大層の深度変化と対応していた。昼夜連続観測前後も含む 8 月 1 日から 4 日までの姫戸沖定点における

Fig. 1  調査海域図。24 時間の昼夜連続

観測は姫戸沖の Stn.5 付近で実施した。 
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鉛直分布を比較すると，クロロフィル極大は 8 月 1 日から 4 日にかけて 10 m 深付近で急激に発達し，

この間に DIN 濃度は 10 m 以浅で約 2 μM 減少していた（Fig. 3）。この数日間で，珪藻類が栄養塩を取

り込み増殖し，相対的に鉛直拡散係数の小さい亜表層に極大を形成したと推察された。 

 

４．研究組織 

鬼塚 剛 独立行政法人水産総合研究センター グループ長 研究代表者：現場観測・データ解析 

吉川 裕  京都大学大学院理学研究科     准教授   研究協力者：現場観測・データ解析 

油布 圭 九州大学応用力学研究所      技術職員  研究協力者：現場観測 

石井大輔 九州大学応用力学研究所      技術職員  研究協力者：現場観測 

松野 健 九州大学応用力学研究所      教授    所内世話人 

 

  
Fig. 2  8 月 3 日～4 日のクロロフィル a 濃度（クロロフィル a 分析値と蛍光強度の関係式から換算）および

密度 σt（a），渦鞭毛藻 Ceratium furca 細胞密度（b），鉛直拡散係数 Kv（c），DIN 濃度（d）の鉛直分布時系列 

 

  
Fig. 3 8 月 1 日～4 日のクロロフィル a 濃度（左）および DIN 濃度（右）の鉛直分布（クロロフィル a 濃度

は 20 mg m-3 ずつずらして描画） 

 

黄海・東シナ海の高精度海面高度計データセットの作成

名古屋大学地球水循環研究センター 森本 昭彦

１．研究の目的

東シナ海・黄海では富栄養化や大型クラゲの大発生など様々な環境問題が発生しておりその影響は日

本海まで及んでいる。これらの問題に対処するためには、東シナ海・黄海から日本海への物質輸送過程

を明らかにする必要がある。しかし、観測データの不足している東シナ海・黄海では物質輸送に大きな

影響を与える表層流の変動を調べることは容易ではない。本研究課題では、表層流を観測できる衛星海

面高度計データの高精度化を行い、黄海・東シナ海の表層流変動を明らかにするためのデータセットの

作成を目的とする。黄海・東シナ海における海面高度計データに含まれるエラーの大部分は潮汐に起因

するものである。そこで、日本、韓国、中国の験潮所データと衛星海面高度計データから計算された潮

汐調和定数を同化する潮汐同化モデルを開発し、衛星海面高度計データの潮汐補正の精度を向上させる。

２．参加者

森本 昭彦    （名古屋大学地球水循環研究センター）

伊藤 雅     （名古屋大学大学院環境学研究科）

岩清水 徳堂   （名古屋大学大学院環境学研究科）

市川 香     （九州大学 応用力学研究所）

３．研究成果の概要

３－１. 潮汐同化モデルの開発

本研究の潮汐同化モデルは Princeton Ocean Model (Mellor, 
2004)をベースにした水平解像度 1/36°の水平 2 次元モデルであ

る。計算領域は図 1 に示す黄海・東シナ海を含む海域とし、開

境界条件として NAO.99Jb (Matsumoto et al., 2000)の調和定数に

よる水位変動を与えた。対象とする分潮は M2，S2，O1，K1，

Q1，P1，K2，N2の 8 分潮であり、それぞれの分潮毎に計算を行

い計算の各種パラメータは分潮毎で最適になるように調節した。

同化データとしては、日本と韓国、中国沿岸の験潮所の潮汐調

和定数、海面高度計 TOPEX/Poseidon（T/P）と Jason-1（J-1）、
Jason-2 から得られる調和定数を使用した。特に，T/P と J-1 に

関しては Interleaved Tandem Mission のデータも使用し、T/P 単

独の場合に比べて倍の数の海面高度計データを同化した．

本研究で開発した潮汐同化モデルの誤差を調べるため、モデル

により計算された各分潮の調和定数と同化しなかった海面高度計から計算された調和定数を比較した。

計算領域全体でNAO.99Jbの8分潮の誤差は17.7cmだったのに対し、本モデルの誤差は8.7cmであった。

海域毎に分けて誤差を見ると，黄海では NAO.99Jb が 23.5cm なのに対して本モデルは 8.7cm，東シナ海

では 18.1cm に対して 7.6cm であった（表 1）。いずれの海域でも本モデルの誤差は NAO99Jb より小さく

なっており、誤差の空間分布を見ると局所的に改善されたのではなく全体的に誤差が小さくなっていた。

ただし、どの分潮も杭州湾から長江河口、江蘇省沖にかけて誤差が大きかった。この大きな誤差はモデ

図 1．潮汐同化モデルの計算領域
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ル内の海底地形が正しくないためと思われる。

表 1．本モデルと NAO.99Jb との東シナ海と黄海での誤差の比較

３－２. 黄海・東シナ海を対象とした海面高度データセット

潮汐モデルで得られた潮汐情報を用いて黄海・東シナ

海の海面高度計データを処理し絶対表層流速を算出し、

東シナ海における現場観測データと比較、検証した．観

測データの時間変動成分と海面高度計データの時間変動

成分は非常に似た傾向を示していた。このことより，本

研究で開発した潮汐同化モデルにより海面高度データか

ら正しく潮汐が除去できたことが確認できた。

海面高度計データから得られた東シナ海における

1995 年から 2009 年における表層流速場の時間変動成分

と漂流ブイのデータから平均海面流速場を計算し、季節

毎の平均的な表層流動場を計算した（図 2）。この結果か

ら、Lie et al. (2000) で示されている済州暖流、

Isobe(2008)等で指摘されている台湾暖流の夏期及び冬

期の流速（量）の変動も捉えることが出来た。また、杭

州湾沖の東シナ海中央部に、黄海から対馬海峡へ渦のよう

に回り込む季節変化のない流れが見られた。黄海の季節変

化のない流れは現場観測に基づいて議論している Niino 
and Emery (1931) で示されている流れに近いものであっ

た。更に、冬季に台湾北部で黒潮の流れが北方へ広がる傾

向を見ることが出来た。

４．まとめ

新たな潮汐同化モデルを開発したことで、黄海・東シナ海の海面高度データの高精度化に成功した。

特に、中国沿岸を除けば潮汐誤差は 8 分潮で 5cm 程度であり、海面高度計データを使い黄海・東シナ海

の海面流速変動を解析できる精度に達したと思われる。しかしながら、中国沿岸での潮汐誤差は海面高

度変動より大きくさらなるモデルの改良が必要である。

図 2．1995 年～2009 年における，春期（3
月～5 月），夏期（6 月～8 月），秋期（9
月～11 月），冬期（12 月～2 月）の絶対

表層流速場

高解像度衛星海面 flux データを用いた日本海の大気海洋相互作用研究	 

 
名古屋大学地球水循環研究センター	 富田裕之 

 
1.  目的  
	 日本海は日本の気象や気候に大きな影響を与える。それには日本海の海洋循環やそれを駆動する大気

海洋相互作用現象が深く関係している。しかしながら、現場観測が困難なことから、大気海洋相互作用

の実態の理解は十分ではない。そこで、新たに開発された高解像度の衛星海面フラックスデータ

(J-OFURO2)の解析を行うことで、これまでに不可能であった日本海全体の海面フラックスの詳細な時
空間変動を観測的かつ統一的な視点で明らかにし、大気海洋相互作用現象の理解を深めるとともに、海

洋循環との関わりを議論することを目的とする。本年度は高解像度版 J-OFURO2の平均場の特徴や推定
精度の検証を行うために、日本海における現場データとの比較や他のデータセットとの相互比較を行う。 
 

2.  研究結果  
	 最初に冬季の乱流熱フラックスの平均場の特徴を確認するために高解像度の海面フラックスデータ

(J-OFURO2)を含む各種のデータセットの比較を行った。例として、顕熱フラックスの１月平均値の空
間分布をそれぞれのデータセットについて示す（図１）。データセットの空間解像度の違いは明らかであ

るが、それをふまえても、それぞれのデータセット間の違いはかなり大きいことが分かる。一方で、潜

熱フラックスについては、定性的な分布の特徴はそれほど大きな違いは無かった（図省略）。顕熱フラッ

クスについて、J-OFURO2は、日本海中央部にフラックスの極小域があり、沿岸付近では相対的に大き
な値があるという、他のデータセットでは確認できない空間分布の特徴を有する。日本側の大きな値は、

対馬暖流による高い海面水温分布、大陸側の大きな値は冬季の寒気の吹き出しに伴う低い気温分布に関

連づけられる。 

 
図 1. 上向き顕熱フラックスの分布：1月平均値, 2002〜2006年, 単位: W/m2 
 
	 次に現場データを用いた精度検証を行った。現場データは、ICOADS IMMA (Release 2.4)に含まれる
主に船舶による気象観測データの瞬間値から推定された海面フラックスである。ただし現場観測は日本

側の海域にかたよっていることに注意する必要がある。図 2 に、データセット間の差が大きかった顕熱
フラックスについて ICOADS の現場観測値との比較結果を示す。J-OFURO2 は、バイアスや全体的な
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ばらつきが小さく、他のデータセットと比べて比較的良い精度で顕熱フラックスの値を推定しているこ

とが分かる。 

 

図 2. ICOADS 現場データとの比較: 顕熱フラックス[W/m2]（a） J-OFURO2, (b) HOAPS3, (c) 
NCEP/NCAR再解析, (d) NCEP/DOE再解析 

 
	 本研究では、さらに沿岸域におけるフラックス推定を行った。これは主に、沿岸付近のデータ処理を

見直した事と、陸域の影響をできるかぎり除く外挿法（Kara et al. 2008）を適用したことによりに行わ
れた。図 3 に 1 月の平均場を例として示す。ICOADS の沿岸域付近のデータを用いて精度検証により、
再解析の値や CSFを適用しない場合の外挿値と比べて、かなり現実的なフラックスの値であることが確
認された。 

 
図 3. 沿岸域のデータ処理および CSF適用後の J-OFURO2上向き乱流熱フラックス。1月平均値（2002

から 2006年） (a)潜熱フラックス, (b) 顕熱フラックス。単位: W/m2. 
 

3.  研究成果報告  
H. Tomita and M. Kubota, Fine scale features in air-sea turbulent heat flux over the Japan/East Sea, Ocean 

Science Meeting, February 23-28, 2014, Hawaii Convention Center 

 
4.	 研究組織	 

研究代表者	 名古屋大学地球水循環研究センター  富田 裕之 研究員 
所内世話人	 九州大学応用力学研究所   千手 智晴 准教授 
研究協力者	 九州大学応用力学研究所   広瀬	 直毅	 教授	 

研究協力者	 九州大学応用力学研究所   高山	 勝己	 研究員	 

対馬海峡から日本海山口県沖にかけての海洋環境変動 
 

水産大学校海洋生産管理学科 滝川哲太郎 
 

1. 目的 
対馬海峡は東シナ海と日本海をつなぐ唯一の水路であり，対馬暖流は，東シナ海から対馬海峡を経て

日本海に流入する．夏季には，対馬暖流は中国大陸の長江起源の淡水を多量に輸送する．対馬海峡は対

馬によって韓国側の西水道と日本側の東水道に分かれる．海洋データ同化の手法を用いた数値モデル研

究では，東水道通過流は，山口県萩市沖の見島によって分岐している（広瀬ら, 2009, 海と空）． 
本研究では，東シナ海から移流されてくる大陸起源の低塩分水を捉えることを念頭に，対馬海峡東水

道における水温・塩分の連続測定を実施した．また，見島での対馬暖流分枝流の変動を捉えるために，

見島とその南側対岸の青海島に水位計を設置し，両島間の水位差を測定した．さらに，萩－見島間のフ

ェリー「おにようず」（萩海運）を用い，見島から沿岸寄りのフェリー航路上の表層水温を測定した． 
 

2. 観測 
対馬海峡東水道から山陰沿岸の 4観測点（美津島，沖ノ島，蓋井島，青海島通）に生物付着防止機能

の付いた水温・塩分計を春から初冬にかけて設置し，1時間間隔で表層の水温と塩分を測定した．沖ノ

島では，現在（2012 年 2 月末）も観測を継続中である．美津島，蓋井島，青海島通については漁業用

定置網に，沖ノ島については海底からブイを立ち上げ，それぞれ 4～5 m 深に計測機器を設置した． 
 青海島通と見島宇津に小型水位計（RuggedTROLL100, In‐Situ社）を 2012年 8月下旬から設置し，10分

間隔で 2測点の水位を計測している（図 1）．東京湾平均海面（TP）は，水位計設置時に DGPSを用い測量し

た．さらに， 萩市浜崎と見島の間を約 3往復/1日する定期フェリーに，水温収録装置を取付け，航路

上の表層水温モニタリングを実施した．本報告では，1年以上のデータが蓄積された青海島通と見島宇津

の水位観測結果について報告する． 
 
3. 結果 
青海島通と見島宇津で観測された水位と時系列を図 2と図 3に示す（2012年 8月下旬～2013年 10

月下旬）．両島ともに，潮汐周期が卓越しており，約 15日周期の大潮・小潮の変動を確認できる．沖合

の見島に比べ沿岸寄りの青海島の潮汐変動が大きかった．季節変動に着目すると，両島ともに，2月頃

に最低水位，8月頃に最高水位となった． 
48時間のタイドキラーフィルター  �花輪・三寺, 1985, 沿岸海洋研究ノート� を施した後，両島の水

位差（��）を求めた（図 4）．2012年 9月から 2013年 6月までの間，水位差（��）の変動幅は約�4 �m
であったが，2013年 7月以降，変動幅が約�10 �mと大きくなった．2013年 7月に青海島の水位は上

昇傾向にあったが，見島の水位は殆ど上昇しなかった．8月に見島の水位が急激に上昇し，両島間の水

位差が小さくなった．その後，両島の水位が急激に低下したが，水位差変動は，2013年 6月以前と比

べ大きい状態が続いた． 
水位差（��）の変動幅が約�10 �mのとき，地衡流平衡（�� � ����/��）を考えると，見島以南を通

過する東方流速  ��� の変動は�30 �m s‐1と見積もられる（ここで，� � 8�2 � 10�� s��, � � 9�8 m s��,
�� � 40 �m）．見島以南の平均水深  ��� を 70 mとすると，流量（� � � � � � ��）変動は，�0�84 �
10� m� s��となる．今後，このような大きな流速・流量変動が実際に起こったかどうか検討する必要が

ある．  
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Science Meeting, February 23-28, 2014, Hawaii Convention Center 

 
4.	 研究組織	 

研究代表者	 名古屋大学地球水循環研究センター  富田 裕之 研究員 
所内世話人	 九州大学応用力学研究所   千手 智晴 准教授 
研究協力者	 九州大学応用力学研究所   広瀬	 直毅	 教授	 

研究協力者	 九州大学応用力学研究所   高山	 勝己	 研究員	 

対馬海峡から日本海山口県沖にかけての海洋環境変動 
 

水産大学校海洋生産管理学科 滝川哲太郎 
 

1. 目的 
対馬海峡は東シナ海と日本海をつなぐ唯一の水路であり，対馬暖流は，東シナ海から対馬海峡を経て

日本海に流入する．夏季には，対馬暖流は中国大陸の長江起源の淡水を多量に輸送する．対馬海峡は対

馬によって韓国側の西水道と日本側の東水道に分かれる．海洋データ同化の手法を用いた数値モデル研

究では，東水道通過流は，山口県萩市沖の見島によって分岐している（広瀬ら, 2009, 海と空）． 
本研究では，東シナ海から移流されてくる大陸起源の低塩分水を捉えることを念頭に，対馬海峡東水

道における水温・塩分の連続測定を実施した．また，見島での対馬暖流分枝流の変動を捉えるために，

見島とその南側対岸の青海島に水位計を設置し，両島間の水位差を測定した．さらに，萩－見島間のフ

ェリー「おにようず」（萩海運）を用い，見島から沿岸寄りのフェリー航路上の表層水温を測定した． 
 

2. 観測 
対馬海峡東水道から山陰沿岸の 4観測点（美津島，沖ノ島，蓋井島，青海島通）に生物付着防止機能

の付いた水温・塩分計を春から初冬にかけて設置し，1時間間隔で表層の水温と塩分を測定した．沖ノ

島では，現在（2012 年 2 月末）も観測を継続中である．美津島，蓋井島，青海島通については漁業用

定置網に，沖ノ島については海底からブイを立ち上げ，それぞれ 4～5 m 深に計測機器を設置した． 
 青海島通と見島宇津に小型水位計（RuggedTROLL100, In‐Situ社）を 2012年 8月下旬から設置し，10分

間隔で 2測点の水位を計測している（図 1）．東京湾平均海面（TP）は，水位計設置時に DGPSを用い測量し

た．さらに， 萩市浜崎と見島の間を約 3往復/1日する定期フェリーに，水温収録装置を取付け，航路

上の表層水温モニタリングを実施した．本報告では，1年以上のデータが蓄積された青海島通と見島宇津

の水位観測結果について報告する． 
 
3. 結果 
青海島通と見島宇津で観測された水位と時系列を図 2と図 3に示す（2012年 8月下旬～2013年 10

月下旬）．両島ともに，潮汐周期が卓越しており，約 15日周期の大潮・小潮の変動を確認できる．沖合

の見島に比べ沿岸寄りの青海島の潮汐変動が大きかった．季節変動に着目すると，両島ともに，2月頃

に最低水位，8月頃に最高水位となった． 
48時間のタイドキラーフィルター  �花輪・三寺, 1985, 沿岸海洋研究ノート� を施した後，両島の水

位差（��）を求めた（図 4）．2012年 9月から 2013年 6月までの間，水位差（��）の変動幅は約�4 �m
であったが，2013年 7月以降，変動幅が約�10 �mと大きくなった．2013年 7月に青海島の水位は上

昇傾向にあったが，見島の水位は殆ど上昇しなかった．8月に見島の水位が急激に上昇し，両島間の水

位差が小さくなった．その後，両島の水位が急激に低下したが，水位差変動は，2013年 6月以前と比

べ大きい状態が続いた． 
水位差（��）の変動幅が約�10 �mのとき，地衡流平衡（�� � ����/��）を考えると，見島以南を通

過する東方流速  ��� の変動は�30 �m s‐1と見積もられる（ここで，� � 8�2 � 10�� s��, � � 9�8 m s��,
�� � 40 �m）．見島以南の平均水深  ��� を 70 mとすると，流量（� � � � � � ��）変動は，�0�84 �
10� m� s��となる．今後，このような大きな流速・流量変動が実際に起こったかどうか検討する必要が

ある．  
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図 1. 水位計設置位置（赤丸）． 

 

 
図 3. 見島の水位（黒線）．赤線は 48時間移動平

均を示す． 

 
 
 

 
図 2. 青海島の水位（黒線）．赤線は 48時間移動

平均を示す． 
 
 
 

 
図 4. 青海島（赤）と見島（青）の水位（移動平

均）．黒線は両島間の水位差を示す． 
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日本海での乱流熱フラックス決定に果たす対馬暖流の役割の理解 

 

東北大学大学院理学研究科	 杉本周作 

 

1. 目的 

	 日本海では，冬の間に，海洋から大気に膨大な熱が放出されており，その時間変動も大きいこと

が知られている．この熱フラックス変動は，大陸からの乾燥した寒気の吹き出し（冬季季節風）が

主因であると報告されている（松村・謝 1998等）．そして，海上から多くの水蒸気を受け取った季

節風が，日本海側の諸都市に降水をもたらすとされている（Manabe 1957等）．一方で，最近，冬季

の日本海側降水の要因として，対馬暖流流量の重要性が指摘されつつある（Hirose and Fukudome 

2006）．これは，海面水温こそが熱放出決定の主因になることを示唆するものである．そこで，本

研究では，日本海での熱放出決定（特に潜熱に注目）に果たす海面水温の役割の定量化を試みた．

そして，この熱変動が日本の降水量変動に及ぼす影響を調べることで，大気海洋系の新たな知見を

得ることを目的とした． 

 

2. 研究方法 

	 潜熱フラックスは，OAFluxデータ（Yu et al. 2008）の変数（海面水温，海上気温，海上比湿，海

上風等）を用い，バルク公式から独自に算出したものを使用した．Watanabe（1990）が提案した

monsoon index（MOI）を季節風強度の指標として用いた．また，対馬暖流流量時系列は，対馬海峡

を横断する博多・釜山間のフェリー観測に基づき算出されたものを使用した（Hirose and Fukudome 

2006）．さらに， AMeDASの降水量データを使用した．本研究の解析期間は，1990年から 2010年

までの 21年間であり，潜熱放出が多い 12月を対象とした． 

 

3. 研究結果 

	 潜熱フラックスは，日本海東部で大きい変

動をもつことがわかった（図 1a）．そこで，本

研究では，日本海東部領域（137°—140°E, 38°—

43°N）に着目した．図 1bは，日本海東部領域

平均潜熱フラックスの時系列を表す．経年変

動が卓越することがわかる． 

	 つづいて，この潜熱フラックス変動の要因

を調べた．ここでは，Sugimoto and Hanawa

（2011）で採用された数値実験（生データと

長期平均値を組み合わせてフラックスを計

算：表 1 参照）を行うことで，フラックス決定に果たす各変数（海面水温・海上気温・海上風速）

 
図 1. (a) 12月平均潜熱フラックス標準偏差分布図 [W m–2]．
黒線枠は日本海東部領域を表す．(b) 日本海東部領域潜熱フ
ラックス時系列． 

― 14 ―



50 150km
2001 2007 2008 2012 P<0.05

2008
175km

5 Line E-H
2008

2008

2012 HF 2008

1. , 2013

日本海での乱流熱フラックス決定に果たす対馬暖流の役割の理解 

 

東北大学大学院理学研究科	 杉本周作 

 

1. 目的 

	 日本海では，冬の間に，海洋から大気に膨大な熱が放出されており，その時間変動も大きいこと

が知られている．この熱フラックス変動は，大陸からの乾燥した寒気の吹き出し（冬季季節風）が

主因であると報告されている（松村・謝 1998等）．そして，海上から多くの水蒸気を受け取った季

節風が，日本海側の諸都市に降水をもたらすとされている（Manabe 1957等）．一方で，最近，冬季

の日本海側降水の要因として，対馬暖流流量の重要性が指摘されつつある（Hirose and Fukudome 

2006）．これは，海面水温こそが熱放出決定の主因になることを示唆するものである．そこで，本

研究では，日本海での熱放出決定（特に潜熱に注目）に果たす海面水温の役割の定量化を試みた．

そして，この熱変動が日本の降水量変動に及ぼす影響を調べることで，大気海洋系の新たな知見を

得ることを目的とした． 

 

2. 研究方法 

	 潜熱フラックスは，OAFluxデータ（Yu et al. 2008）の変数（海面水温，海上気温，海上比湿，海

上風等）を用い，バルク公式から独自に算出したものを使用した．Watanabe（1990）が提案した

monsoon index（MOI）を季節風強度の指標として用いた．また，対馬暖流流量時系列は，対馬海峡

を横断する博多・釜山間のフェリー観測に基づき算出されたものを使用した（Hirose and Fukudome 

2006）．さらに， AMeDASの降水量データを使用した．本研究の解析期間は，1990年から 2010年

までの 21年間であり，潜熱放出が多い 12月を対象とした． 

 

3. 研究結果 

	 潜熱フラックスは，日本海東部で大きい変

動をもつことがわかった（図 1a）．そこで，本

研究では，日本海東部領域（137°—140°E, 38°—

43°N）に着目した．図 1bは，日本海東部領域

平均潜熱フラックスの時系列を表す．経年変

動が卓越することがわかる． 

	 つづいて，この潜熱フラックス変動の要因

を調べた．ここでは，Sugimoto and Hanawa

（2011）で採用された数値実験（生データと

長期平均値を組み合わせてフラックスを計

算：表 1 参照）を行うことで，フラックス決定に果たす各変数（海面水温・海上気温・海上風速）

 
図 1. (a) 12月平均潜熱フラックス標準偏差分布図 [W m–2]．
黒線枠は日本海東部領域を表す．(b) 日本海東部領域潜熱フ
ラックス時系列． 

― 15 ―

25 AO-1



間の相対的な寄与を調べた．その結果，位相・振幅の再現性の観点で，海面水温が，潜熱フラック

ス変動の主因であることがわかった． 

	 そこで，日本海東部領域での海面水温変

動の要因を調べた．Hirose et al.（2009）で

指摘されたように，暖候期の対馬暖流流量

と有意な関係にあることがわかった．また，

大気海洋間熱交換の影響を評価するために，

同海域での海上風速変動との関係を調べた．

その結果，海面水温とは無相関の関係にある

ことがわかった．一連の解析より，日本海東

部領域の海面水温は，大気強制によるのでは

なく，海洋変動（対馬暖流）の結果であると

指摘した． 

	 上記解析により，日本海東部領域での水蒸

気供給量は，海面水温によることがわかった．

そこで，この潜熱放出が日本の降水量変動に

及ぼす影響を調べた．その結果，特に，北日

本の降水量に関係することがわかった（図

2b）．また，興味深いことに，この領域の降水量は，冬季季節風に影響されない場所であった（図

2a）．すなわち，日本海東部領域の海洋場は，日本の気候形成に重要な役割を果たすことを示して

いる．以上，本年度得られた研究成果は，日本海の大気海洋相互作用系の実態解明に資するもので

あり，日本の気候系の理解に貢献するものである． 

 

4. 研究成果 

・	 Sugimoto, S., and N. Hirose, 2014: Variations in latent heat flux over the eastern Japan Sea in December. 

SOLA, 10, 1-4. 

・	 杉本周作，広瀬直毅：12 月の日本海東部潜熱フラックス変動に果たす海面水温の役割	 ～北日

本降水量変動への影響～．日本気象学会 2013年秋季大会，P161，仙台，仙台国際センター，2013

年 11月 19日．ポスター発表． 

 

	 表 1．潜熱フラックス算出実験時に使用した変数の組み合わせ 

 海面水温 海上気温 海上風速 

海面水温実験 日別生データ 日別気候値 日別気候値 

海上気温実験 日別気候値 日別生データ 日別気候値 

海上風速実験 日別気候値 日別気候値 日別生データ 

 
 

 
図 2. AMeDAS降水量と(a) MOI，（b）日本海東部領域平均潜熱フラ
ックスとの相関係数分布図．白丸（黒丸）は，10%有意水準を満た
す正（負）の係数が得られた観測点を表す．また，灰色丸は，有意

でない観測点である． 

海洋環境モニタリングのためのグライダー型海中ロボットの研究開発 
 
大阪府立大学・大学院工学研究科 有馬 正和 

 
□研究目的 
本研究の目的は，海洋環境のモニタリングを行うためのグライダー型海中ロボットの自律

制御システムを確立することである。研究代表者らは，広範囲の海洋環境モニタリングや

海洋探査に利用するための水中グライダーの実用化を目指して，高い運動性能を発揮する

ことのできる「主翼独立制御型水中グライダー」の SOARER を開発した。また，長期間・

広範囲に亘る海洋生態系モニタリングを実現するための実海域用ソーラー水中グライダー

Tonai60（Twilight Ocean-zonal Natural-resources and Animals Investigator）を研究  

開発している。Tonai60 には，サンゴ礁の蛍光撮影や被度のマッピングを行うための高感度

ネットワークカメラと海棲哺乳類の音響 

観測を行うための水中音響データロガー，

多項目海洋環境データロガーを搭載して 

いる。Fig.1 に示す Tonai60 には実海域で

の高度な自律性が求められるので，その 

自律制御システムを確立するためには， 

深海水槽における多岐に亘る基礎データの

収集・解析が必要不可欠である。研究代表

者らの所属する大阪府立大学の船舶試験 

水槽（長さ×幅×深さ：70m×3m×1.5m）

は，水中グライダーの性能評価を行うには

幅と水深が不十分であり，九州大学・応用

力学研究所の深海機器力学実験水槽（長さ

×幅×深さ：65m×5m×7m）を使用   

させていただくことが本研究の進展に 

最も有効であると判断した。同研究所・ 

海洋大気力学部門・海洋流体工学分野は，

海中ビークルの運動制御に関する研究に

おいて優れた実績があり，中村昌彦准教授

との情報交換によって，本研究の飛躍的な

進展が図れると考えたことも共同利用研究

の目的のひとつである。また，将来的には，潜航深度 1,500m の SOARER との協調制御  

などによって，群知能水中グライダーシステムを構築して，長期間・広範囲に亘る海洋  

環境・生態系モニタリングの実現を目指したいと考えている。 

Fig.1  実海域用ソーラー水中グライダー

Tonai60 

Fig.2  Tonai60 のグライディング試験 
（深海機器力学実験水槽にて） 
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4. 研究成果 

・	 Sugimoto, S., and N. Hirose, 2014: Variations in latent heat flux over the eastern Japan Sea in December. 

SOLA, 10, 1-4. 

・	 杉本周作，広瀬直毅：12 月の日本海東部潜熱フラックス変動に果たす海面水温の役割	 ～北日

本降水量変動への影響～．日本気象学会 2013年秋季大会，P161，仙台，仙台国際センター，2013

年 11月 19日．ポスター発表． 

 

	 表 1．潜熱フラックス算出実験時に使用した変数の組み合わせ 

 海面水温 海上気温 海上風速 

海面水温実験 日別生データ 日別気候値 日別気候値 

海上気温実験 日別気候値 日別生データ 日別気候値 

海上風速実験 日別気候値 日別気候値 日別生データ 

 
 

 
図 2. AMeDAS降水量と(a) MOI，（b）日本海東部領域平均潜熱フラ
ックスとの相関係数分布図．白丸（黒丸）は，10%有意水準を満た
す正（負）の係数が得られた観測点を表す．また，灰色丸は，有意

でない観測点である． 

海洋環境モニタリングのためのグライダー型海中ロボットの研究開発 
 
大阪府立大学・大学院工学研究科 有馬 正和 

 
□研究目的 
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海洋大気力学部門・海洋流体工学分野は，
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との情報交換によって，本研究の飛躍的な
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などによって，群知能水中グライダーシステムを構築して，長期間・広範囲に亘る海洋  

環境・生態系モニタリングの実現を目指したいと考えている。 

Fig.1  実海域用ソーラー水中グライダー

Tonai60 

Fig.2  Tonai60 のグライディング試験 
（深海機器力学実験水槽にて） 
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□研究の成果 
深海機器力学実験水槽において実海域用ソーラー水中グライダーTonai60 の潜航試験を 

実施した。浮心・重心などを調整した後，Tonai60 のグライディング性能を水槽壁面に設置

したビデオカメラで撮影・記録して，画像解析によって重心位置や水中重量を変化させた

ときの機体の姿勢角およびグライディング角，グライディング速度を推定することが  

できた。そして，Tonai60 が設計通りのグライディング性能を有することを確認できた。  

本水槽試験を経て，12 月中旬に鹿児島湾にて実海域試験を実施して，海洋環境データを  

取得することができた。 
 
□研究成果報告 
 藤内裕史，有馬正和：実海域用ソーラー水中グライダーの充放電システムに関する研

究開発，第 25 回ロボティクス・メカトロニクス講演会（ROBOMEC 2012 in TSUKUBA）

論文集， 2A2-O04, pp.1-4, CD-ROM,(2013.05)． 
 H. Tonai, M. Arima: Design of an Ocean-Going Solar-Powered Underwater Glider, 

Procs. of the twentythird (2013) International Offshore and Polar Engineering 
Conference (ISOPE-2013), Vol.1, pp.345-349, (2013.06). 

 有馬正和，藤内裕史：サンゴ礁モニタリングのための水中グライダーの研究開発，第

16 回日本サンゴ礁学会講演要旨集，P1，p.53，(2013.12). 
 M.Arima, K.Yoshida, H.Tonai: Development of a coral monitoring system for the 

use of underwater vehicle, Procs. of OCEANS’14 MTS/IEEE Taipei, (2014.04). 
 M.Arima, H.Tonai, K.Yoshida: Development of an ocean-going solar-powered 

underwater glider, Procs. the twentyfourth (2014) International Offshore and Polar 
Engineering Conference (ISOPE-2014), (2014.06). 

 
□研究組織 

氏 名 所  属 職 名 役割・担当分野 

有馬 正和 
大阪府立大学・ 

大学院工学研究科 
准教授 代表者・総括，システム計画 

藤内 裕史 
大阪府立大学・ 

大学院工学研究科 
学生 M1 研究補助 

吉田 桂奈 大阪大学工学部 学生 B4 実験補助 

石井 和男 
九州工業大学・ 

生命体工学研究科 
教授 水中ロボットの自律制御 

中村 昌彦 九州大学・応用力学研究所 准教授 所内世話人 
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水中ビークル運用のための装備に関する研究 

長崎大学・水産学部  兼原 壽生 

 

 
1．はじめに 

近年、海洋観測・調査用の海中ビークルは、専

用の母船を必要とする大型の物から、専用の母船

を必要としない小型のものまで数多く作られ、実

用的な段階へと入りつつある。特に、技術者の支

援を必要とせず、海洋物理の研究者が比較的容易

に海洋観測に使用できる、中、小型のビークルは、

専用母船、すなわち専用の母船に装備された投

入・回収装置を持たないため、作業がいっそう困

難なものとなる。長崎大学、長崎丸は応用力学研

究所と共同で長年海洋観測を行っており、応用力

学研究所所有の海中ビークル運用の実績を持つ。

そこで本研究では、ビークルを損傷することなく、

波浪中で、安全にビークルを運用するために必要

な装備について調査・研究を行う。多様な形状の

ビークルに対応可な装備は、海洋観測・調査に大

きく貢献するものと考えられる。 

本年度は、応用力学研究所円盤型水中グライダ

ーの回収作業について報告する。 

 
２．円盤型水中グライダーの海上試験 
 円盤型水中グライダーの動作テスト・海洋観測が

2013 年 3 月長崎港沖の水深 100m 海域で実施され

た。ビークルの浮上位置を Fig.1 に示す。ビークル

の浮上位置を示す白色のバルーンがバーチャルモ

アリング目標位置周辺にまとまっている。 実験時

の潮流速度は北西に 0.11m/sec、北西の風 1.25m で

あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 1  ビークル浮上位置 

 

Fig.2はイリジウム通信で送られてきたCTD観測

結果である。水温分布は長崎丸の XBT による計測

と非常によく一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2  CTD 観測結果 

 

Fig.3はイリジウム通信で送られてきたADCP観

測結果である。点線が南北方向流速分布、実線が東

西方向流速分布、一点鎖線がパーセントグッドを示

している。流速は北への流れ，東への流れをプラス

で表示している。計測は 1 秒間隔で 60 ピンの計測

を 70 秒ごとに繰り返している。Fig.3 には水深 19m
における流向流速をベクトル表示で長崎丸の気象

ログと比較した結果も同時に示されている。わずか

60 秒間の平均と、海洋観測においては瞬時値に近

い値の比較であること、ビークルに搭載した ADCP
はまだ磁方位修正がなされていないことを考える

と、流向流速ともによく一致していると言える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 3  ADCP 観測結果 



水中ビークル運用のための装備に関する研究 

長崎大学・水産学部  兼原 壽生 

 

 
1．はじめに 

近年、海洋観測・調査用の海中ビークルは、専

用の母船を必要とする大型の物から、専用の母船

を必要としない小型のものまで数多く作られ、実

用的な段階へと入りつつある。特に、技術者の支

援を必要とせず、海洋物理の研究者が比較的容易

に海洋観測に使用できる、中、小型のビークルは、

専用母船、すなわち専用の母船に装備された投

入・回収装置を持たないため、作業がいっそう困

難なものとなる。長崎大学、長崎丸は応用力学研

究所と共同で長年海洋観測を行っており、応用力

学研究所所有の海中ビークル運用の実績を持つ。

そこで本研究では、ビークルを損傷することなく、

波浪中で、安全にビークルを運用するために必要

な装備について調査・研究を行う。多様な形状の

ビークルに対応可な装備は、海洋観測・調査に大

きく貢献するものと考えられる。 

本年度は、応用力学研究所円盤型水中グライダ

ーの回収作業について報告する。 

 
２．円盤型水中グライダーの海上試験 
 円盤型水中グライダーの動作テスト・海洋観測が

2013 年 3 月長崎港沖の水深 100m 海域で実施され

た。ビークルの浮上位置を Fig.1 に示す。ビークル

の浮上位置を示す白色のバルーンがバーチャルモ

アリング目標位置周辺にまとまっている。 実験時

の潮流速度は北西に 0.11m/sec、北西の風 1.25m で

あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 1  ビークル浮上位置 

 

Fig.2はイリジウム通信で送られてきたCTD観測

結果である。水温分布は長崎丸の XBT による計測

と非常によく一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2  CTD 観測結果 

 

Fig.3はイリジウム通信で送られてきたADCP観

測結果である。点線が南北方向流速分布、実線が東

西方向流速分布、一点鎖線がパーセントグッドを示

している。流速は北への流れ，東への流れをプラス

で表示している。計測は 1 秒間隔で 60 ピンの計測

を 70 秒ごとに繰り返している。Fig.3 には水深 19m
における流向流速をベクトル表示で長崎丸の気象

ログと比較した結果も同時に示されている。わずか

60 秒間の平均と、海洋観測においては瞬時値に近

い値の比較であること、ビークルに搭載した ADCP
はまだ磁方位修正がなされていないことを考える

と、流向流速ともによく一致していると言える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 3  ADCP 観測結果 

― 23 ―

25 AO-4



Fig.1 において浮上位置を示すバルーンの数が少

ないのはビークルが 3 回目の潜航中に動作を停止

してしまったためである。 

 

３．円盤型水中グライダーの捜索・回収 

 長崎丸、鶴洋丸によって実施されたビークル捜

索・回収作業は次に示すとおりである。 

（2013 年 3 月 5 日） 

・緊急浮上装置作動開始（ 16:55 ） 

・ビークル浮上せず、超音波式位置検によるビーク

ル深度 99m（ 17:45 ） 

・長崎丸位置を移動し、3 か所でビークルの位置を

測定 32 度 42.11986 分、129 度 34.83403 分（ 18:00 

～ 18:37 ） 

・日没により、浮上したとしてもビークルの視認が

できないので実験海域離脱 

（2013 年 3 月 6 日） 

・長崎丸 錨泊場所から前日のビークル実験海域に

向け航行開始（ 7:50 ） 

・長崎丸搭載の計量魚群探知機（ (株 )KAIJO 

KFC-3000N 型）を使用し、前日計測したビークル

位置付近を捜索（ 9:04 ～ 9:34 ） 

・ビークル実験海域より約 5 マイル程度南下しなが

ら、ビークルが浮上していないか目視で捜索 

（ 9:35 ～ ） 
・約 10 マイル程度北上しながら、ビークルが浮上

していないか目視で捜索（ 10:00ごろ ～ ） 
・ビークル実験海域へ約 5 マイル程度南下しながら、

ビークルが浮上していないか目視で捜索 （ 11:00

ごろ ～ ） 
・ビークル発見できず長崎丸航行性能試験実施のた

めビークル実験海域離脱（ 11:45 ） 
（2013 年 3 月 9, 12, 17 日） 

・鶴洋丸搭載の精密海底地形探査装置 HS-600F、計

量魚群探知機 FQ-80により実験海域付近を捜索 

・17 日にビークルが発見されたが（32 度 42.3375
分、129 度 35.0109 分）、5 日に超音波式位置検で

計測した位置と異なっている。 

（2013 年 4 月 8 日） 

・長崎丸 ビークル回収作業のため出港（ 14:45 ） 
・超音波式位置検によりビークル位置を特定 32 度

42.1215 分、129 度 34.8315 分（ 16:23 ） 

・3 月実験終了時の超音波式位置検によるビークル

着底位置とほぼ同じなので、この位置を目標に回収

作業を行うことに決定 
・一回目トロール網による回収作業（網入れ）開始

（ 16:35 ～ ） 

・トロール網巻き取り終了、ビークル回収できず

（ 17:25 ） 
・二回目トロール網による回収作業（網入れ）開始

（ 18:05 ～ ） 

・トロール網巻き取り終了、ビークル回収できず

（ 19:00 ごろ ） 

・ビークル着底位置にもどり、再度位置検でビーク

ル位置計測 ビークル位置に変化なし（ 19:10 ～ 

19:15 ） 
（2013 年 4 月 9 日） 

・位置検でビークル位置計測 ビークル位置に変化

なし（ 6:30 ） 

・三回目トロール網による回収作業（網入れ）開始

（ 6:47 ～ ） 

・トロール網巻き取り終了、ビークル回収成功

（ 7:36 ） 
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Fig.1 において浮上位置を示すバルーンの数が少

ないのはビークルが 3 回目の潜航中に動作を停止

してしまったためである。 

 

３．円盤型水中グライダーの捜索・回収 

 長崎丸、鶴洋丸によって実施されたビークル捜

索・回収作業は次に示すとおりである。 

（2013 年 3 月 5 日） 

・緊急浮上装置作動開始（ 16:55 ） 

・ビークル浮上せず、超音波式位置検によるビーク

ル深度 99m（ 17:45 ） 

・長崎丸位置を移動し、3 か所でビークルの位置を

測定 32 度 42.11986 分、129 度 34.83403 分（ 18:00 

～ 18:37 ） 

・日没により、浮上したとしてもビークルの視認が

できないので実験海域離脱 

（2013 年 3 月 6 日） 

・長崎丸 錨泊場所から前日のビークル実験海域に

向け航行開始（ 7:50 ） 

・長崎丸搭載の計量魚群探知機（ (株 )KAIJO 

KFC-3000N 型）を使用し、前日計測したビークル

位置付近を捜索（ 9:04 ～ 9:34 ） 

・ビークル実験海域より約 5 マイル程度南下しなが

ら、ビークルが浮上していないか目視で捜索 

（ 9:35 ～ ） 
・約 10 マイル程度北上しながら、ビークルが浮上

していないか目視で捜索（ 10:00ごろ ～ ） 
・ビークル実験海域へ約 5 マイル程度南下しながら、

ビークルが浮上していないか目視で捜索 （ 11:00

ごろ ～ ） 
・ビークル発見できず長崎丸航行性能試験実施のた

めビークル実験海域離脱（ 11:45 ） 
（2013 年 3 月 9, 12, 17 日） 

・鶴洋丸搭載の精密海底地形探査装置 HS-600F、計

量魚群探知機 FQ-80により実験海域付近を捜索 

・17 日にビークルが発見されたが（32 度 42.3375
分、129 度 35.0109 分）、5 日に超音波式位置検で

計測した位置と異なっている。 

（2013 年 4 月 8 日） 

・長崎丸 ビークル回収作業のため出港（ 14:45 ） 
・超音波式位置検によりビークル位置を特定 32 度

42.1215 分、129 度 34.8315 分（ 16:23 ） 

・3 月実験終了時の超音波式位置検によるビークル

着底位置とほぼ同じなので、この位置を目標に回収

作業を行うことに決定 
・一回目トロール網による回収作業（網入れ）開始

（ 16:35 ～ ） 

・トロール網巻き取り終了、ビークル回収できず

（ 17:25 ） 
・二回目トロール網による回収作業（網入れ）開始

（ 18:05 ～ ） 

・トロール網巻き取り終了、ビークル回収できず

（ 19:00 ごろ ） 

・ビークル着底位置にもどり、再度位置検でビーク

ル位置計測 ビークル位置に変化なし（ 19:10 ～ 

19:15 ） 
（2013 年 4 月 9 日） 

・位置検でビークル位置計測 ビークル位置に変化

なし（ 6:30 ） 

・三回目トロール網による回収作業（網入れ）開始

（ 6:47 ～ ） 

・トロール網巻き取り終了、ビークル回収成功

（ 7:36 ） 
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地上ライダーネットワークおよび衛星搭載ライダデータを用いた	 

エアロゾル光学特性の時間空間変動研究	 

	 

	 	 	 	 (独)国立環境研究所環境計測研究センター	 西澤智明	 

	 

目的	 

	 エアロゾルの気候・環境への影響を評価するためには、エアロゾル光学特性の時間・空間的

に密なデータを取	 エアロゾルの気候・環境への影響を評価するためには、エアロゾル光学特

性の時間・空間的に密なデータを取得し、それらを複合的に解析する必要がある。本研究では、

船舶観測を含めた地上ライダーから得られる時間的に高分解能な観測データと、衛星搭載ライ

ダーから得られる全球網羅観測データを複合解析することで、時間・空間的に包括したエアロ

ゾル光学特性データを取得し、そのデータからエアロゾルの時・空間変動に関する知見を抽出

することを目標に据えた観測研究を推進する。全球・領域規模でのエアロゾルの気候・環境影

響評価には、エアロゾル輸送モデル等の数値モデルによる評価が不可欠となる。そこで、数値

モデルの再現性やデータ同化技術の向上に資するライダーデータ解析技術の開発およびデー

タセットの作成も本研究は視野に入れる。	 

	 本目標遂行のために、昨昨年、応用力学研究所大気物理研究室の岡本教授との共同研究（23

特 1-6）で、衛星ライダーデータからエアロゾル種毎（鉱物ダスト、海塩、大気汚染粒子）の

鉛直濃度を抽出するためのルックアップテーブル法を用いたアルゴリズム（エアロゾル種分類

推定手法）の開発を行い、それを衛星ライダーデータへ適用した。結果は、上記アルゴリズム

の有用性を示すと供に、ライダーデータ自体の品質向上の必要性とアルゴリズムで利用されて

いるエアロゾル光学モデルの不完全性を示唆した。これを改良すべく昨年度（24AO-9）、ウェ

ーブレット解析を用いたノイズ除去手法を開発・改良した。それを地上や衛星ライダーデータ

へ適用し、信号雑音比(SN 比)にして２倍以上の改善を図ることに成功した。また、信号ノイ

ズに対して頑強な数値解法として最尤法を用いた最適化手法の検討を行い、その有効性を確認

した。また、エアロゾル光学モデル改良の方策を検討し、全球規模で展開されている地上スカ

イラジオメーターの解析データを統計解析することにした。現在データセットの作成を進めて

いる。	 

	 以上の経緯を踏まえ、本研究では、数値解法およびエアロゾル光学モデルの高度化によりア

ルゴリズムを強化し、より信頼性の高い全球エアロゾルデータの抽出を目指す。改良したアル

ゴリズムを用いて衛星および地上ライダーデータの解析を行い、エアロゾル種毎の全球時空間

変動およびデータセットの作成を推進する。	 

	 

実施方法	 

	 最適化手法の検討・開発を進め、アルゴリズムに導入し、より信号ノイズに頑強な解析手法

を実現する。また、地上スカイラジオメーターの解析データのデータセット化を推進し、それ

の統計解析を実施し、エアロゾル光学モデルの改良を図る。統計解析の手法としては、クラス

ター解析を実施する。	 

	 

結果	 

	 地上でネットワーク展開しているミー・ラマンライダー解析用に最尤法とガウスニュートン



地上ライダーネットワークおよび衛星搭載ライダデータを用いた	 

エアロゾル光学特性の時間空間変動研究	 

	 

	 	 	 	 (独)国立環境研究所環境計測研究センター	 西澤智明	 

	 

目的	 

	 エアロゾルの気候・環境への影響を評価するためには、エアロゾル光学特性の時間・空間的

に密なデータを取	 エアロゾルの気候・環境への影響を評価するためには、エアロゾル光学特

性の時間・空間的に密なデータを取得し、それらを複合的に解析する必要がある。本研究では、

船舶観測を含めた地上ライダーから得られる時間的に高分解能な観測データと、衛星搭載ライ

ダーから得られる全球網羅観測データを複合解析することで、時間・空間的に包括したエアロ

ゾル光学特性データを取得し、そのデータからエアロゾルの時・空間変動に関する知見を抽出

することを目標に据えた観測研究を推進する。全球・領域規模でのエアロゾルの気候・環境影

響評価には、エアロゾル輸送モデル等の数値モデルによる評価が不可欠となる。そこで、数値

モデルの再現性やデータ同化技術の向上に資するライダーデータ解析技術の開発およびデー

タセットの作成も本研究は視野に入れる。	 

	 本目標遂行のために、昨昨年、応用力学研究所大気物理研究室の岡本教授との共同研究（23

特 1-6）で、衛星ライダーデータからエアロゾル種毎（鉱物ダスト、海塩、大気汚染粒子）の

鉛直濃度を抽出するためのルックアップテーブル法を用いたアルゴリズム（エアロゾル種分類

推定手法）の開発を行い、それを衛星ライダーデータへ適用した。結果は、上記アルゴリズム

の有用性を示すと供に、ライダーデータ自体の品質向上の必要性とアルゴリズムで利用されて

いるエアロゾル光学モデルの不完全性を示唆した。これを改良すべく昨年度（24AO-9）、ウェ

ーブレット解析を用いたノイズ除去手法を開発・改良した。それを地上や衛星ライダーデータ

へ適用し、信号雑音比(SN 比)にして２倍以上の改善を図ることに成功した。また、信号ノイ

ズに対して頑強な数値解法として最尤法を用いた最適化手法の検討を行い、その有効性を確認

した。また、エアロゾル光学モデル改良の方策を検討し、全球規模で展開されている地上スカ

イラジオメーターの解析データを統計解析することにした。現在データセットの作成を進めて

いる。	 

	 以上の経緯を踏まえ、本研究では、数値解法およびエアロゾル光学モデルの高度化によりア

ルゴリズムを強化し、より信頼性の高い全球エアロゾルデータの抽出を目指す。改良したアル

ゴリズムを用いて衛星および地上ライダーデータの解析を行い、エアロゾル種毎の全球時空間

変動およびデータセットの作成を推進する。	 

	 

実施方法	 

	 最適化手法の検討・開発を進め、アルゴリズムに導入し、より信号ノイズに頑強な解析手法

を実現する。また、地上スカイラジオメーターの解析データのデータセット化を推進し、それ

の統計解析を実施し、エアロゾル光学モデルの改良を図る。統計解析の手法としては、クラス

ター解析を実施する。	 

	 

結果	 

	 地上でネットワーク展開しているミー・ラマンライダー解析用に最尤法とガウスニュートン
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法を組み合わせた最適化手法を用いたアルゴリズムの開発を行った。上記ライダーからは４つ

の測定値（波長 532nm での消散係数、後方散乱係数、偏光解消度、および波長 1064nm での後

方散乱係数）が得られ、その測定値に上記アルゴリズムを適用することで、鉱物ダスト、海塩

粒子、ブラックカーボン、ブラックカーボンを除く大気汚染粒子の４種エアロゾルの波長

532nm での消散係数を導出する。黄砂飛来時等のいくつかのイベントデータへの適用を行い、

対流圏下部での黄砂やブラックカーボンの浮遊層や、境界層内での海塩粒子や大気汚染粒子を

捉えた。	 

	 全球規模で展開されている地上スカイラジオメーターの解析データにFuzzy	 c-means法を用

いたクラスター解析による統計解析を行った。全球では６個程度のクラスター（グループ）に

データが安定して分類されることが判明した。分類されたデータの特徴（光学特性）やその地

域から、６個のクラスターは、海洋性粒子、バイオマス燃焼起源粒子、鉱物ダスト粒子、大気

汚染粒子、そしてそれらの混合（鉱物ダスト＋大気汚染、バイオマス燃焼＋大気汚染）を表し

ていると示唆される。	 

	 

考察	 

	 最尤法とガウスニュートン法を用いた最適化法を導入した。誤差解析や観測データへの適用

例が十分ではなく、今後推進する。本手法は汎用性も高く有用な手法といえる。他のアルゴリ

ズム（ライダーと受動型センサーの複合等）への応用も検討する。	 

	 全球データへのクラスター解析を実施し、６つのタイプへの分類が可能であることが分かっ

た。より詳細にエアロゾルの特徴をみるには、地域毎（例えば、アジア、ヨーロッパ、アフリ

カ等）にクラスター解析を行うことが有用と考えられる。よって、今後地域毎のクラスター解

析を実施していく予定である。	 

	 

研究成果報告	 

Nishizawa,	 T.,	 N.	 Sugimoto,	 I.	 Matsui,	 A.	 Shimizu,	 Introduction	 of	 raman	 scatter	 

measurement	 function	 to	 NIES	 lidar	 network	 observation,	 International,	 Symposium	 

on	 Remote	 Sensing	 2013,	 Chiba,	 May,	 2013	 (Oral)	 

及川栄治、西澤智明、中島映至、クラスタリングを用いた AERONET データのエアロゾルタイプ

分類、気象学会秋季大会、仙台、2013 年 11 月	 (Oral)	 
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越前沿岸域の表層流に関する研究 

 

福井県立大学 海洋生物資源学部 兼田淳史 

 

【研究の目的】 

日本海中部沿岸域では一時的に強い流れが発生することが知られ

ている。その流れは急潮と呼ばれ、周期の有無や発生要因によっ

て「気象擾乱の通過に伴う突発的な流れ」、「周期変動する強流」、

「気象擾乱と無関係に発生する強い流れ」の 3 つに分類されるこ

とがわかってきた（千手，2009）。これらのうち 3つ目は対馬暖流

の接岸に伴うものと推察されているが、その実態や発生要因につ

いて不明な点が多く、予測がつきにくい急潮とされている。若狭

湾の東部海域（図１）は、上記の 3 つ目の特徴をもつ急潮が発生

することが明らかになりつつある。この海域の流動変動の特徴を

理解することを目的として、越前岬から北東 20km 程度に位置する

鷹巣（たかす）の定置網近傍で流向・流速計を用いた観測を実施

し、既得データも含めて解析を行った。 

【観測および解析】 

当海域の鷹巣（図１）の定置網近傍で多層流向流速計（Nortek Aquadopp profiler, 600kHz）と水温計

（Hobo Water temp Pro v2）を用いて係留観測を実施した。鷹巣での係留観測は福井県立大学、福井

県水産試験場、九州大学が所有する観測機器を利用して実施し、係留系の設置作業は福井県水産試験場

の調査船「若潮丸」用いた。2013 年 5 月上旬から 10 月末まで 30 分ごとに測定した流向・流速データと

10 分ごとに測定した水温データを解析した。また、沖合の情報として九州大学応用力学研究所が web サ

イトで公開している日本海高解像度沿岸モデルの計算結果（DREAMS_C）を利用した。 

【結果および考察】 

2013 年 5 月から 7 月にかけて鷹巣では 20-30cm 程度の北東向きの流れが卓越し、2℃程度の水温成層が

発達していた（図省略）。7月になると上り潮（のぼりしお）と呼ばれる西向きの流れの流れが頻繁に発

生していたが、8月に上旬になると上り潮は見られなくなり、特に 8月上旬には 30cm/sec を超える東向

きの強い流れが発生した（図２a）。東向きの流れは全層で発生し、30cm/sec を超える流れは海面から

20m の層厚で生じていた。同時期に 26-27℃の高温水が見られるようになり、東向きの流れが発生した

時期にその厚さは増加した（図２b）。8 月下旬頃から 9 月中旬頃にかけて流れはやや弱くなったものの

東向きの流れは継続し、表層では 28-30℃程度、下層 26℃程度の水温構造を維持していた。また、8 月

上旬にみられた強流時の原因を把握するため、高解像度沿岸モデルを解析した。結果の一例として、図

３には 8 月 10 日の高解像度沿岸モデルの計算結果を示した。若狭湾口から越前海岸にかけて岸に沿う

ように対馬暖流分枝流が存在し鷹巣付近の流れも強化していたことから、対馬暖流が越前海岸付近で接

岸流路をとることにより、この急流が生じたと推察された。 

この海域では流れが急変する観測事例が少ないことから、さらにデータを蓄積することが望まれる。

最後に、観測にご協力頂いた福井県水産試験場の調査船「若潮丸」、鷹巣定置組合の皆様に厚くお礼申

し上げる。 

図１ 若狭湾および観測を実
施した鷹巣の位置 
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【研究成果報告】 

越前岬周辺の短期流動変動特性、兼田淳史、都築純、
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図２：鷹巣での流速（東向きが正）（a）および水温の時系列(b) 

(2013 年 7 月 1日から 9月 30 日まで) 

図３：日本海海況予測システムによる鷹巣沖の
流況のシミュレーション結果、2013 年 8 月 10
日、九州大学応用力学研究所「日本海海況予
測システム」より 
http://dreams-i.riam.kyushu-u.ac.jp/vwp 
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東アジア域における大気エアロゾルの気候影響に関する研究 
 

富山大学大学院理工学研究部（理学）	 青木 一真 
 

１．はじめに	 

	 昨年（2013年）から急に「PM2.5」という言葉が騒がれるようになっているが、日本国内か

ら排出される大気汚染物質や中国大陸から越境する大気汚染物質、黄砂粒子、森林火災など

は、今にはじまったことではない。大陸から近い九州地方では、東アジア域における化石燃

料消費等による人為起源の大気浮遊微粒子（エアロゾル）の輸送により、健康被害や気象障

害など、私たちの生活に対する懸念材料が多い。2003	 年から応用力学研究所屋上において太

陽光と周辺光の放射輝度を用いたスカイラジオメーターを使って連続観測を行っている。

「PM2.5」を含んだ人為起源と自然起源エアロゾルの光学的特性の長期モニタリングとして、

観測及び解析を行っている。本研究は、次世代の大気化学・気象結合モデルの開発や応用を

行うためにも、地球観測衛星の検証のためにも、定量的な地上観測データの蓄積が重要とな

っている。エアロゾル気候影響を評価する場合、応用力学研究所大気環境モデリング分野で

開発・改良されているエアロゾル気候モデルSPRINTARS	 を用いて、地上観測や衛星観測の結

果を基にモデルの検証を行うことが有効とされている。特に、九州・沖縄地域の観測地点（福

岡、長崎、福江島、沖縄等）を利用して、大陸から日本へ輸送されてくるエアロゾルを測定

し、それらを同化データとして組み入れ、モデルの精度向上につながることを目的としてい

る。	 

２．観測・解析概要	 

	 波長別の太陽直達光と周辺光の角度分布の放射輝度を自動測定出来るスカイラジオメータ

ー（プリード社製、http://skyrad.sci.u-toyama.ac.jp/）を利用して、九大応力研の屋上を

はじめ、様々な場所において、晴天時の日中に連続観測を行っている。この観測データから

解析されたエアロゾルの光学的厚さ・オングストローム指数（エアロゾル粒径の指標）・一次

散乱アルベド（放射吸収のパラメータ）を用いて、気候変動の指標である放射強制力を求め

る。また、これらのデータを地上検証として用いてSPRINTARSを改良し、東アジア全体の広域

的な放射強制力のさらなる精度向上を目指している。	 

３．結果及び、考察	 

	 Fig.1は、2013年1月から2013年12月までの福岡県春日市（九州大学応用力学研究所）にお

ける0.5µmのエアロゾルの光学的厚さとオングストローム指数の月平均値を示した。日本のエ

アロゾルの光学的厚さの季節変化は、春に最大となり、秋から冬にかけて最小になる傾向

（Aoki	 et	 al.	 2013,	 Aoki	 and	 Fujiyoshi,	 2003）にあるが、春に最大、次に8月に高くなる

傾向が見られた。また、オングストローム指数を見てみると、春に光学的厚さが最大となる

理由として、オングストローム指数が低いため、黄砂粒子を中心とした大粒子の影響が示さ

れ、8月の光学的厚さが高くなる理由として、オングストローム指数が高いため、微小粒子、
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図1：瀬戸内海伊予灘における観測点（S1-S9）。

図2： 観測から得られた,各潮時（左列：小潮、右列：大潮）における流速ベクトルVの絶対値、水温T、塩分S、鉛

直拡散係数Kz （上段-下段）の空間分布。縦軸は深度[m]、横軸は水平距離[km]、黒い影は海底地形を示す。
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すなわち、人為起源のエアロゾルの影響が観測されていることがわかった。PM2.5が騒がれは

じめた1月は、オングストローム指数が比較的高く、人為起源エアロゾルなど越境する大気汚

染物質の影響がプラスされたのではないかと思われる。今後も継続した観測を行うことによ

り、SPRINTARSや衛星観測等と比較しながら、越境大気汚染やローカルな影響評価を行い気候

影響の解明につなげていきたいと考える。	 

	 

Fig.	 1	 2013年1月から2013年12月までの福岡県春日市（九州大学応用力学研究所）における	 

0.5µmのエアロゾルの光学的厚さとオングストローム指数の月平均値

４．研究成果	 
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海洋大循環の力学 ---エクマン層から中深層循環まで 

 

北海道大学大学院 地球環境科学研究院 水田元太 

 

1． 目的 

海洋の大循環のしくみを理解することは、気候変動や海況の予測をする上での重要な基礎となる。本

研究では、数値計算、観測、理論の分野の研究者がそれぞれの立場から最新の知見を持ち寄り、それら

を整理することで、海洋大循環のしくみに対する大局的な展望を得ることを目的とする。 
 

2．手法 

2013 年 11 月に研究会を開き、以下の話題が提供された。各話題について十分な時間を取って発表が

行われ、研究者間で活発に議論を行うことにより有効に研究が進められた。 
(1) 親潮海域の平均場の力学：順圧成分・傾圧成分による理解: 西垣肇(大分大教育福祉科学) 
(2)「南極中層水」を中心とした南極海の鉛直循環系に関して: 蓮沼啓一(海洋総合研) 
(3) 海洋再解析アンサンブルによる北太平洋混合層の経年 -－ 十年規模変動の研究: 豊田隆寛(気象研) 
(4) Influence of the Coriolis Force on the Formation of a Seasonal Thermocline: Noh Yign (Yonsei 
University) 
(5) 日本海沿岸で発生する急潮のシミュレーション: 広瀬直毅(九大応力研) 
(6) 深層測流結果にみられる赤道ロスビー波のシグナル: 石崎廣(気象研) 
(7) 海洋深層における中規模スケールの変動: 宮本雅俊(東大大気海洋研) 
(8) 日本海溝斜面およびその東方の大洋底における深層流の変動特性: 柳本大吾(東大大気海洋研) 
(9) バルーン搭載の可視・赤外カメラが捉えた沿岸表層の微細な物理構造について: 宮尾泰幸、岩中祐

一(愛媛大 CMES) 
(10) 振動強制による南北渦位輸送の分布: 水田元太(北大地球環境) 
(11) 1.5 層 QG model による Okuno and Masuda (2003) の追試と、パラメーターを変えた追加実験 2 
-- アンサンブル実験: 中野英之(気象研) 
(12) 回廊における傾圧不安定と南北熱輸送: 平原幹俊(気象研) 
(13)不規則な渦から組織だった秩序ある平均流が発生してくる仕組み--問題と考察: 増田章(九大応力研) 
 

3. 結果と議論 

(1) 再解析データに鉛直モード展開を適用し、親潮域の循環のしくみを考察した。千島海溝沖には海膨

が存在するため、傾圧、順圧モードともそれよりも西側では東側とは力学的に独立な循環が生じる。順

圧モードでは千島海溝に捕捉された浅い方を右手に見る流れが卓越し、傾圧モードでは海膨上を低気圧

方向に回る循環が卓越する。親潮など亜寒帯域の主な循環はこれらの重ね合わせで表現される。 

(2) 太平洋の底層から中層までの水塊の鉛直構造を歴史的観測資料に基づき議論した。底層には南極大

陸起源の水塊、深層には北大西洋起源の水塊がそれぞれ存在する一方で、中層には塩分極小層が存在す

る。津軽暖流域との比較から、塩分極小層は亜寒帯、亜熱帯起源の水の境界と解釈される。 
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(3) 様々な同化手法を用いた再解析データを統合することで、長期間にわたる混合層深度データセット

を構築した。異なるモデルを組み合わせることでバイアスが相殺され、Pacific Decadal Oscillation

に伴う中央モード水や東部亜熱帯モード水形成域での混合層深の十年規模変動などが明瞭に見られた。 

(4) 理想化された条件での数値実験と観測データの解析によって海洋が過熱される夏季の混合層形成機

構を調べた。中高緯度域では、コリオリ力が働くことによってある特定の深さのみで成層が発達し、明

瞭な混合層と季節躍層が形成される。混合層の深さはエクマン層の厚さの 1/2乗に比例する傾向がある。 

(5) 若狭湾に発生する急潮を分解能 1.5 kmの数値モデルによって再現した。急潮現象は対馬暖流の接岸

や台風による擾乱によって生じた渦が湾内部を陸棚波的に伝播することに対応する。この渦は、丹後半

島の陸岸地形によって物体後流の剥離渦に対応する渦が発生したものであることが強く示唆される。 

(6) 赤道太平洋深層で係留系によって南北に 4 セルの構造を持つ年周期の擾乱の伝播が観測された。数

値シミュレーションとの比較から、4 セル構造は第 1 から第 5 モードの赤道ロスビー波の重ね合わせさ

ったものであることが示された。モードの位相関係によってセルの南北幅は変動し得る。 

(7) 北太平洋深層における深層流の擾乱に関するレビューを行った。黒潮から十分離れた海底の比較的

平坦な海域では順圧ロスビー波によく対応する擾乱が観測されている。今後、数値シミュレーション結

果の解析と新たな係留観測を組み合わせ、擾乱の詳しい性質やメカニズムを考察する予定である。 

(8) 北太平洋での 5年間にわたる深層係留観測によって、数 10から 100日程度の周期を持った擾乱が観

測された。擾乱は海底に捕捉されており、流れの主軸は海底地形に沿う傾向がある。海底捕捉波のカッ

トオフ周期より短い周期ではその様な傾向は見られない。 

(9) 気球からの空撮によるブイ追跡と漂流物の集積の観測が、沿岸河口域の微細な流れの構造の把握に

有効であることが示された。河口フロントによる収束帯は数値シミュレーションでも見られ、今後、観

測と詳しい比較を行うことで、フロントのスケール等を決めるメカニズムが明らかになると期待される。 

(10) 与えられた外部強制によって生じるロスビー波の渦位輸送分布を解析的に求めた。渦位輸送の分布

の南北スケールは強制に共鳴する波の波長から決まり、強制のスケールには依存しないことが示された。 

(11) 水平発散を含む地衡流乱流のスペクトルの時間発展を、アンサンブル実験を行うことによって高精

度で数値的に求めた。外力がなく乱流が自由減衰する場合、長時間経つと東西波数が 1、移流の時間ス

ケールとロスビー波の時間スケールの比が約 1/3 の所にエネルギーの極大が見られることが示された。 

(12) 東西に周期的な水路モデル中に与えられた傾圧流の時間発展を数値的に調べた。傾圧流から生じる

不安定擾乱からは順圧的な東西流が形成される。惑星ベータ効果は擾乱の水平スケールとエネルギーを

小さく抑える働きがある。このとき擾乱によって生じる東西流の南北スケールも小さくなる。 

(13) 線型ロスビー波の三波相互作用に基づいた地衡流乱流の理論模型を提唱した。それによって初期に

高波数の擾乱を与えた場合の、発達初期段階におけるエネルギースペクトルのピーク位置が解析的に計

算され、数値実験でも確認された。不規則な流れによって海底地形に沿った流れが生じるしくみとの関

連性についても議論を行った。 

水中洞窟系のロボット探査とソナーによる形態計測システムに関する研究水中洞窟系のロボット探査とソナーによる形態計測システムに関する研究水中洞窟系のロボット探査とソナーによる形態計測システムに関する研究水中洞窟系のロボット探査とソナーによる形態計測システムに関する研究 

佐世保工業高等専門学校一般科目 眞部 広紀 

 

 

１１１１....目的目的目的目的    

浅海域表層や海底の構造物・生態系・遺跡など、多様

な対象の計測・調査に少人数で対応できる小型水中ロボ

ットの需要が高まっている。本研究グループは、国内研究

機関では唯一、水中洞窟系探査に対応できるロボットシス

テムの研究開発を行ってきた。水中洞窟系は複雑な形状

の未知環境であるため、自己位置推定可能でケーブル

の拘束がない自律型ロボット（AUV）が適している。平成

25年度は、PID制御による自律航行システムと、水中洞窟

内における自己位置推定用の3D環境地図作成を研究目

的とした。 

 

２２２２....水中水中水中水中ロボットシステムロボットシステムロボットシステムロボットシステム    

テストベッド用の水中ロボット(ROV)は、全長670mm、

高さ300mm、幅440mm、重量18kgと小型軽量コンパクトで

少人数の運用に適している（図１）。多様なミッション

に対応可能なPSoC3をシステムの基盤とし、自律化に向け

た操縦支援・姿勢方位計測・4方向ソナー測距等の各シス

テムを搭載している（図２）。また、PCのロボットコン

トローラー画面で自律航行の操縦モードやPIDの制御定

数を変更できる。 

 本年度は、水中洞窟の3D環境地図作成を、①②の2つの

プロセスに分けて実現した（図３）： 

① 4方向ソナー・深度センサー・電子コンパスにより上

下左右方向の距離・水深・方位・姿勢を計測 

②計測データとケーブル長をもとに上下左右の4線を配

置・補間してサーフェスモデルを作成  

  

図１ ロボット外観 

 

図２システム構成 

 

図３ 4方向ソナー計測と3D概形モデル化 

    

    

３３３３....実験実験実験実験結果及び考察結果及び考察結果及び考察結果及び考察    

自律航行システムの実験は応用力学研究所の深海機

器力学実験水槽で実施した。PID 制御定数や実験水槽の

人工波浪条件を切り替えながら、水中ロボットの方位

直進・方位保持・深度保持の各モードで自律航行を行

った。深度保持については良好な結果であるが、方位

保持の後半は鋭さが低下した（図４，５）。これはケ

ーブルの張力によりロボットの姿勢変更に抵抗が生じ

たことに起因している。 
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１１１１....目的目的目的目的    

浅海域表層や海底の構造物・生態系・遺跡など、多様

な対象の計測・調査に少人数で対応できる小型水中ロボ

ットの需要が高まっている。本研究グループは、国内研究

機関では唯一、水中洞窟系探査に対応できるロボットシス

テムの研究開発を行ってきた。水中洞窟系は複雑な形状

の未知環境であるため、自己位置推定可能でケーブル

の拘束がない自律型ロボット（AUV）が適している。平成

25年度は、PID制御による自律航行システムと、水中洞窟

内における自己位置推定用の3D環境地図作成を研究目

的とした。 

 

２２２２....水中水中水中水中ロボットシステムロボットシステムロボットシステムロボットシステム    

テストベッド用の水中ロボット(ROV)は、全長670mm、

高さ300mm、幅440mm、重量18kgと小型軽量コンパクトで

少人数の運用に適している（図１）。多様なミッション

に対応可能なPSoC3をシステムの基盤とし、自律化に向け

た操縦支援・姿勢方位計測・4方向ソナー測距等の各シス

テムを搭載している（図２）。また、PCのロボットコン

トローラー画面で自律航行の操縦モードやPIDの制御定

数を変更できる。 

 本年度は、水中洞窟の3D環境地図作成を、①②の2つの

プロセスに分けて実現した（図３）： 

① 4方向ソナー・深度センサー・電子コンパスにより上

下左右方向の距離・水深・方位・姿勢を計測 

②計測データとケーブル長をもとに上下左右の4線を配

置・補間してサーフェスモデルを作成  

  

図１ ロボット外観 

 

図２システム構成 

 

図３ 4方向ソナー計測と3D概形モデル化 

    

    

３３３３....実験実験実験実験結果及び考察結果及び考察結果及び考察結果及び考察    

自律航行システムの実験は応用力学研究所の深海機

器力学実験水槽で実施した。PID 制御定数や実験水槽の

人工波浪条件を切り替えながら、水中ロボットの方位

直進・方位保持・深度保持の各モードで自律航行を行

った。深度保持については良好な結果であるが、方位

保持の後半は鋭さが低下した（図４，５）。これはケ

ーブルの張力によりロボットの姿勢変更に抵抗が生じ

たことに起因している。 
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図４ 方位グラフ 

 

     

図５ 深度グラフ 

 

 

図６ 実験現場の岩戸洞洞外湧泉（外観と水中） 

 

洞窟概形計測システムの実験は熊本県球磨村の岩戸

洞洞外湧泉で行った。実験現場は湧泉奥の緩い U 字管型

水中洞窟で、計測対象を水面直下から最深部手前までの通

路状区間に設定した（図６）。①の形状計測は(1)~(3)を反

復した： 

(1) ケーブル長 1m 間隔で記録して一時停止 

(2) 水中ロボットの姿勢を水平に保時、深度を保持 

(3) 上下左右方向の4距離・水深・方位・姿勢を計測 

3Dモデル化の計算設定を簡易化するために (2)を手順に

含めたが、現場の水中洞窟では水流による攪乱で水中ロ

ボットの姿勢・深度が安定保持するまでに時間がかかり、

計測作業全体の時間が大幅に増えていた。 

②の3D概形モデルは計測データを後処理することで作成

した。対象とした通路状区間の形状トレンドを概ね表現する

ことができた。 

    

４４４４....結論結論結論結論    

本年度は、水中ロボットのPID制御により、設定した方

位・深度を時不変定数として保持した自律航行が可能な

ことを実証した。また、水中洞窟3D環境地図作成を、ソナ

ー・センサー類による洞窟の形状データ計測と3D概形モ

デル作成の2プロセスに分けて実現し、水中洞窟探査への

有用性を確認した。 

今後の課題としては、安定保持に時間のかかる計測手

順(2)の省略、方位・深度の与えられた時系列データに追

従する自律航行、3D概形モデルの精密化、チェンバー・

ホール・屈曲部・分岐の表現、①②を統合した反復プロ

セスによる3D概形モデルのリアルタイム生成が挙げられ

る。 

本研究を推進するにあたり、九州大学応用力学研究所

中村昌彦准教授には有益なご助言やご指導を頂きました。

水槽実験では稲田勝技術職員と野田穣士朗技術職員には

大変お世話になりました。深く感謝申し上げます。 

 

図７ 岩戸洞水中洞窟3D概形モデル（正面と側面）     
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気象庁気象研究所 弓本 桂也 

九州大学応用力学研究所 原 由香里 

 

 目的 

春季東アジアは、中国内陸部を起源とする黄砂にしばし覆われ、その主要な構成物質である土壌性粒

子による大気環境・健康・気候など多岐にわたる影響が示唆されている。こういった黄砂の影響を調べ

るためには、発生・輸送・沈着といった一連の過程を理解することが必要であり、観測や数値モデルを

用いた研究が行われてきた。われわれの研究グループでは、データ同化技術を応用し、観測データと数

値モデルをより密接に結びつけることにより、黄砂の発生量の逆推定を行うとともにモデルの予報精度

の向上などの取り組みを行ってきた(例えば、Yumimoto et al., 2012; Yumimoto and Takemura, 

2013)。本研究では、同化モデルで予報された沈着量を地上沈着量データ(DRy And wEt deposition 

MOnitoring Network; DRAEMON；Osada et al., 2014)と比較、同化モデルによる黄砂沈着量の再現

性について検証・考察を行った。 

 実験方法 

エアロゾル同化システムには RAMS/CFORS/4D-Var(RC4; Yumimoto et al., 2008)を用いた。RC4

は化学輸送モデル RAMS/CFORS(Uno et al., 2004)を基本としており、土地利用データなどの外部デー

タやメソ気象モデルで計算された土壌水分・摩擦速度を元に黄砂の発生量を計算している。

RAMS/CFORS、RC4 ともに東アジアの黄砂・大気環境の研究に広く用いられている(例えば, Hara et al., 

2009)。同化データには、国立環境研究所が展開する地上ライダー観測ネットワークの観測データを利

用した。環境研のライダーでは、射出した 532nm のパルス信号の後方散乱係数および偏光解消度を測

定し、エアロゾルの鉛直プロファイルを測定することができる。本研究では 2010 年３月に発生した大

規模な黄砂イベントを対象とした。DRAEMON は黄砂の乾性・湿性沈着量を計測するプロジェクトで

2009‒2010 年にかけて全国６地点で観測が行われた。 

 結果と考察 

図１(上段)に福江、松江、富山に設置されたライダーで観測されたダスト消散係数の時間̶高度断面

を示す。2010 年 3 月は 13‒17 日(以後、E1 と呼ぶ)に比較的中規模な、18-22 日に大規模な黄砂(E2 と

呼ぶ)が日本に到来した。地上ライダーはこの二つの黄砂イベントを明確に捉えている。E2 は黄砂濃度

も非常に濃く、消散係数で 1.0 km-1を、エアロゾル光学的厚さで 1.0 を超えている。黄砂層の厚さは

2‒3km であり、濃い黄砂が地上付近を輸送されている。 

図１の中段にライダーとモデルの光学的厚さの比較を示す。モデル(同化前)は黄砂の到来時期を正確

に捉えているものの、特に E2 でその量を大幅に過小評価(観測に比べ、30‒40%程度)している。一方で、

観測データを同化し、発生量を最適化したモデル計算は定量的にもライダー観測と非常によく一致して

いる。松江や富山では E2 の期間に観測された小規模な黄砂イベントも同化によって定量的に再現する
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いる。松江や富山では E2 の期間に観測された小規模な黄砂イベントも同化によって定量的に再現する
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ことに成功している。 

図１の下段には、日積算黄砂沈着量(mg/m2/day)の比較を示す(福江は近隣の福岡での値)。赤線は乾

性沈着の量を表している。モデルは観測された乾性沈着を概ね再現し、データ同化によって定量的にも

再現性が向上した。しかし、地点によってはデータ同化後でも若干の過大・過小評価が見られる。特に

福江では、モデルは光学的厚さに対して過大、沈着量は過小という結果になった（ただし、光学的厚さ

を計測した福江と沈着量を計量した福岡では 180km ほどの距離がある）。乾性沈着は地表面付近の黄砂

濃度、地上付近の気象（乱流など）が大きく影響する。黄砂濃度に加え、比較的小さなスケールの現象

の再現性、乾性沈着過程のより正確なモデル化(パラメタリゼーション)が、乾性沈着量の評価の改善に

必要であると考える。 

一方、湿性沈着はデータ同化後であっても、どの地点でも大幅な過小評価であった。図示しないが、

黄砂輸送モデルを駆動する気象モデルによって計算された降水をみてみると、観測に比べて過小評価で

あり、気象モデルの降水の再現性の改善が急務であることがわかった。 

 まとめ 

本研究では、大気エアロゾル同化システムでリモートセンシングデータを同化し、モデルで予報された

黄砂沈着量と地上沈着量測定ネットワークによる観測値の比較を行った。観測データの同化により、モ

デルの光学的厚さ・乾性沈着量の改善が見られたが、湿性沈着量に関しては大幅に過小評価だった。黄

砂の予報精度に加え、気象モデルによる降水分布・強度・タイミングの再現性が湿性沈着量の再現に重

要である。今後もさまざまな観測データとデータ同化結果を比較し、モデル・同化システム両者の評価・

改良を進めていく予定である。 

 参考文献 
Yumimoto, K. and Takemura T.: The SPRINTARS/4D-Var Data Assimilation System: Development and Inversion 
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Figure 1. Time-height cross section of dust extinction coefficient [1/km] measured by NIES Lidar (upper panels), time series of 

dust aerosol optical thickness (AOT) from NIES Lidar (closed circles) and model results (blue line: without assimilation, red 

lines: assimilated results) (middle panels), and dust deposition fluxes [mg/m2] (lower panels) at Fukue, Matsue, and Toyama.    

曳縄船搭載 ADCPによる日向灘の表層流況観測 
 

宮崎県水産試験場 渡慶次 力 
 

1．研究の目的 
漁業者は操業時の縄や網の状況等を流向・流速で判断しており，広域・高頻度の流況情報の提供を希

望している。しかしながら，これまでの流況観測と情報提供は，表層型浮魚礁の定点観測か，月 1回程
度の船舶観測など，時空間的に粗な調査によるものであった。これらの課題を解決すべく，宮崎県水産

試験場（以下，宮崎水試）では，2010 年 8 月よりまき網船による日向灘の流況モニタリングを開始し
た (渡慶次・福田，2012)。しかし，まき網船の操業海域の特徴により，漁場となっている南北方向に連
なるフロント構造を捉えるための東西方向の流況データが不足していた（渡慶次ら，2013）。そこで，
宮崎水試では，2013年 12月に沖合域に設置されている表層型浮魚礁を 1日でピストン操業する曳縄船
に潮流計を設置して，流況モニタリングの体制を強化した。本報では曳縄船による流況観測結果を紹介

する。 
 
2．使用したデータ 
流向・流速記録は日南市漁協所属の曳縄漁

船の船底設置型 ADCP(フルノ製潮流計
CI-88)の海流演算モ－ドで計測した 2013年
12月16日と24日の3層（海面下2m，35m，
75m）の計測値である。解析では，渡慶次ら 
(2013)と同様の手法を用いて，クオリティチ
ェックを施した１分間の時間平均値を用い

た。 
流況観測と同日に，海面下 1mの水温連続

観測（村山電機製作所製 DS-2NR）と航路上
の５地点（図 1 ●）で CTD（JFEアドバン
テック製 Rinko-Profiler ASTD152）による
水温鉛直観測を実施した。 
流況観測を実施した海域の海面水温は，

2013年 12月 15日から 23日にかけて，都
井岬沖の黒潮離岸に伴って，高温から低温へ

と変化していた（図 2）。 
 
3．結果 
図 3 aで示す 2013年 12月 16日の水深

2m 及び 35m 層の流速ベクトルは，全域で
北上流となっており，Sta.1～2 の沿岸側で

図 1．曳縄船の航跡(細実線)と水温の鉛直観測地点（●）。★Umi5は表層型浮魚

礁うみさち 5号の設置位置を，▲は 15昼夜の流況調査地点をそれぞれ示す。 

図 2．2013/12/15 (a)と 2013/12/23(b)に Terra/AQUA衛星の MODISセンサーにより

観測された海面水温。太実線は MIRC の黒潮流軸位置を，空白域は雲によるデータ

欠測海域を示し，細実線と●は図 1と同じ。 
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ことに成功している。 
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砂の予報精度に加え、気象モデルによる降水分布・強度・タイミングの再現性が湿性沈着量の再現に重
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Figure 1. Time-height cross section of dust extinction coefficient [1/km] measured by NIES Lidar (upper panels), time series of 

dust aerosol optical thickness (AOT) from NIES Lidar (closed circles) and model results (blue line: without assimilation, red 

lines: assimilated results) (middle panels), and dust deposition fluxes [mg/m2] (lower panels) at Fukue, Matsue, and Toyama.    
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漁業者は操業時の縄や網の状況等を流向・流速で判断しており，広域・高頻度の流況情報の提供を希

望している。しかしながら，これまでの流況観測と情報提供は，表層型浮魚礁の定点観測か，月 1回程
度の船舶観測など，時空間的に粗な調査によるものであった。これらの課題を解決すべく，宮崎県水産

試験場（以下，宮崎水試）では，2010 年 8 月よりまき網船による日向灘の流況モニタリングを開始し
た (渡慶次・福田，2012)。しかし，まき網船の操業海域の特徴により，漁場となっている南北方向に連
なるフロント構造を捉えるための東西方向の流況データが不足していた（渡慶次ら，2013）。そこで，
宮崎水試では，2013年 12月に沖合域に設置されている表層型浮魚礁を 1日でピストン操業する曳縄船
に潮流計を設置して，流況モニタリングの体制を強化した。本報では曳縄船による流況観測結果を紹介

する。 
 
2．使用したデータ 
流向・流速記録は日南市漁協所属の曳縄漁

船の船底設置型 ADCP(フルノ製潮流計
CI-88)の海流演算モ－ドで計測した 2013年
12月16日と24日の3層（海面下2m，35m，
75m）の計測値である。解析では，渡慶次ら 
(2013)と同様の手法を用いて，クオリティチ
ェックを施した１分間の時間平均値を用い

た。 
流況観測と同日に，海面下 1mの水温連続

観測（村山電機製作所製 DS-2NR）と航路上
の５地点（図 1 ●）で CTD（JFEアドバン
テック製 Rinko-Profiler ASTD152）による
水温鉛直観測を実施した。 
流況観測を実施した海域の海面水温は，

2013年 12月 15日から 23日にかけて，都
井岬沖の黒潮離岸に伴って，高温から低温へ

と変化していた（図 2）。 
 
3．結果 
図 3 aで示す 2013年 12月 16日の水深

2m 及び 35m 層の流速ベクトルは，全域で
北上流となっており，Sta.1～2 の沿岸側で

図 1．曳縄船の航跡(細実線)と水温の鉛直観測地点（●）。★Umi5は表層型浮魚

礁うみさち 5号の設置位置を，▲は 15昼夜の流況調査地点をそれぞれ示す。 

図 2．2013/12/15 (a)と 2013/12/23(b)に Terra/AQUA衛星の MODISセンサーにより

観測された海面水温。太実線は MIRC の黒潮流軸位置を，空白域は雲によるデータ

欠測海域を示し，細実線と●は図 1と同じ。 
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流速 1kt 以上と速く，沖合側で遅くな
っている。70m 層の流速ベクトルは，
2m と 35m 層に比べて流速が遅く，

Sta.1と Sta.3付近で 2つのピークが見
られる。この時の水温の鉛直断面分布

は，等温線が下に凸となっており，暖

水渦の存在が伺える。特に Sta.1～3に
おける水温の水平勾配は大きく，海面

から計測水深まで及んでいた。Sta.1と
ほぼ同水深に位置する図 1 の▲におい
て潮流振幅が最も大きかった M2 分潮
の長軸振幅は 0.2kt程度である（宮崎県
農政水産部漁村振興課，2013）。したが
って，曳縄船が観測した北上流は，潮

流成分より大きく，地衡流であったと

考えられる。 
一方，図 3 bで示す 2013年 12月 24

日の 3層の流速ベクトルは，前回の観
測から 8日しか経過していないにもか
かわらず，全域で 1kt程度の南下流となっている。この時の水温の鉛直断面分布は等温線が上に凸とな
っており，黒潮離岸に伴う黒潮内側域の冷水渦（黒潮小蛇行）の一部を捉えていたと考えられる（図 2 b）。 
以上の結果から，両観測日に観測された日向灘南部の表層流動場は，主に地衡流で，黒潮離接岸に伴

う黒潮内側域の水温構造を反映して変動していたことが明らかになった。今後も流況モニタリングを続

けていき，日向灘における流況変動の特性を明らかにするとともに，得られた流況情報を宮崎水試が提

供する海況図に反映させていきたい。 
 
4．成果報告 
渡慶次力・林田秀一・福田博文・清水学・市川忠史・柳哲雄（ ）：漁船情報を利用した日向灘海

況日報の作成と情報提供の試み，水産海洋研究 ．

渡慶次力・福田博文・林田秀一・柳哲雄（ ）：まき網漁船によりリアルタイム計測された流向・

流速データの特徴と有効性、水産工学 （ ）， ．

中西健二・渡慶次力（ ）：宮崎県における浮魚礁の現状，水産工学， （ ） ．

 
5．研究組織 
研究代表者 宮崎県水産試験場 主任技師 渡慶次 力 
所内世話人 九州大学応用力学研究所 教授 広瀬 直毅 
研究協力者 九州大学応用力学研究所 准教授 千手 智晴 
研究協力者 中央水産研究所 海洋・生態系研究センター 生態系モデルグループ長 清水 学 
研究協力者 中央水産研究所 海洋・生態系研究センター モニタリンググループ長 市川 忠史 

図 3．2013年 12月 16日（a）と 2013年 12月 24日（b）に曳縄船により観測された 3

層の流速ベクトル，水温の鉛直断面分布図。 


強非線形強非線形強非線形強非線形・・・・強分散表面波強分散表面波強分散表面波強分散表面波・・・・内部波方程式系内部波方程式系内部波方程式系内部波方程式系によるによるによるによる水水水水のののの波波波波のののの  次元伝播解析次元伝播解析次元伝播解析次元伝播解析

研究代表者 鹿児島大学大学院理工学研究科 柿沼太郎

研究研究研究研究のののの目的目的目的目的

辻・及川らは， 層流体における有限小振幅モデルを用いて孤立波の  次元相互作用の数値

解析的研究を行ない，初期の孤立波の振幅の  倍を超えるような新しい波の生成が起こり得る

ことを示した．しかしながら，非線形性・分散性が共に強い表面波及び内部波の相互作用の場

合に対してそのような結果が得られるかどうか不明である．そこで，柿沼が開発した，変分法

に基づく手法を適用し，内部波の非線形性・分散性を十分に考慮して，表面波及び内部波の挙

動を数値解析的に研究する．柿沼・中山グループと辻・及川グループで協力して，この問題の

解明にあたろうとするのが，本共同研究の目的である．
昨年度の共同研究により， 次元平面において，内部ソリトン波の干渉による  の発生が

数値解析で確認され， 理論で示されているような増幅率  以上の内部波が再現された．本年

度は，こうした非線形干渉を伴う表面波及び内部波の  次元的挙動に関して，水の波が，曲率

を有するような壁面において反射するような場合や，緩やかな勾配上を進行する場合も含めて，

研究を進める．

研究研究研究研究のののの方法方法方法方法

具体的には， 次元平面を伝播する表面波・内部波を対象とし，次の各事項を目的として研

究を進める．

 柿沼の方法では，速度ポテンシャルの展開項の鉛直分布関数を適切に選択する必要がある

が，初期条件・境界条件に応じて精度よく効率的に計算を進められるような分布関数を見出

す．

 多方向表面波が干渉する波の場を対象とし， の形成といった非線形現象を数値シミュ

レーションにより再現し，その生成メカニズムを考察する．

 多方向内部波が干渉する波の場を対象とし， の形成といった非線形現象を数値シミュ

レーションにより再現し，その生成メカニズムを考察する．

 水の波が，曲率を有するような壁面において反射するような場合の  の形成過程を調べ

る．

これらの各段階において，数値解析や理論式に関する仕事を分担し，計画の遂行にあたる．

全メンバが直接会う機会を持ち，議論を行なう．


主要主要主要主要なななな成果成果成果成果

本研究の主要な結論は，次の通りである．

・上記の研究研究研究研究のののの目的目的目的目的の  に関して，強非線形・強分散表面波・内部波方程式系の定常進行孤

立波の数値解を得る手法を開発することに成功した．本手法は， 型方程式系とい
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の長軸振幅は 0.2kt程度である（宮崎県
農政水産部漁村振興課，2013）。したが
って，曳縄船が観測した北上流は，潮

流成分より大きく，地衡流であったと

考えられる。 
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図 3．2013年 12月 16日（a）と 2013年 12月 24日（b）に曳縄船により観測された 3

層の流速ベクトル，水温の鉛直断面分布図。 
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研究研究研究研究のののの目的目的目的目的
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が，初期条件・境界条件に応じて精度よく効率的に計算を進められるような分布関数を見出

す．

 多方向表面波が干渉する波の場を対象とし， の形成といった非線形現象を数値シミュ

レーションにより再現し，その生成メカニズムを考察する．

 多方向内部波が干渉する波の場を対象とし， の形成といった非線形現象を数値シミュ

レーションにより再現し，その生成メカニズムを考察する．
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主要主要主要主要なななな成果成果成果成果

本研究の主要な結論は，次の通りである．

・上記の研究研究研究研究のののの目的目的目的目的の  に関して，強非線形・強分散表面波・内部波方程式系の定常進行孤

立波の数値解を得る手法を開発することに成功した．本手法は， 型方程式系とい
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った，他の表面波や内部波のための波動方程式系の定常孤立波解を得るためにも適用可能な，

汎用的な手法である．これにより，安定して進行する孤立波形の入射波を与えることが可能

となった．そして，内部孤立波解に関して，既存の  次元数値解析結果との比較により，本

研究で用いている基礎方程式系の解が，精度の高いものであることが確認された．

・研究研究研究研究のののの目的目的目的目的の  に関して，平面  次元場を対象とし，表面孤立波を初期条件として与え，

これが鉛直壁に入射し，その壁面で反射する場合の波の干渉問題の数値解析を行なった．そ

の結果，平面  次元場におけるソリトン波の干渉に伴う  が発生した．そして，この 
の増幅率が，従来求められている増幅率と調和的であった．

・研究研究研究研究のののの目的目的目的目的の  に関して，平面  次元場を対象とし，内部孤立波を初期条件として与え，

これが鉛直壁に入射し，その壁面で反射する場合の波の干渉問題の数値解析を行なった．そ

の結果，平面  次元場におけるソリトン波の干渉に伴う  が発生した．しかしながら，弱

非線形理論による解との比較ができたものの，高精度な他の解が実験や数値計算で得られて

いないため，本研究で得られた解の精度を検証するには，至らなかった．

・表面孤立波が，緩やかな勾配の斜面上を進行する際の波の増幅に関して， 次元伝播の数値

解析を実施した．この実現象としては，緩やかな勾配の海浜に，津波が来襲する場合を挙げ

ることができる．その結果，入射した表面孤立波は，浅水変形により，先鋭で，大きく増幅

した波に変形した．ただし，この増幅率は，従来知られている値よりも大きいため，今後，

増幅のメカニズムを考察し，分散が正確に再現されているかといった計算精度を検討する必

要がある．

・研究研究研究研究のののの目的目的目的目的の  に関して，水の波が，曲率を有する壁面において反射する場合の壁境界の

条件を考察し，数値モデルに組み込むことができた．任意形状の壁面に対する，本手法の精

度検証ができなかったが，平面の壁面に対しては，精度の向上が確認された．

研究成果報告研究成果報告研究成果報告研究成果報告

佐藤之信・吉江裕人・中山恵介・柿沼太郎・駒井克昭 河川津波の進行・発達と河道内におけ

る変形に関する解析 土木学会論文集 （海岸工学）

山下 啓・柿沼太郎 非線形波動方程式系に基づく表面孤立波及び内部孤立波の数値解 土木学

会論文集 （海岸工学）
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3. (mg/m2)

Length (m) 1.000
Breadth (m) 0.356
Height (m) 0.300

Weight (kg-f) 62.6

水産資源量調査用グライダー型海中ビークルの開発 
 

九州大学大学院工学研究院 山口 悟 
 

1. 研究の目的 
開発中のグライダー型水中ビークルは、プロペラやスラスターといった一般的な推進装置を持たず､

浮力調節により潜降、浮上することで海中を滑空して航行するため、省エネルギー性や静粛性に優れ、

海洋の長時間連続観測に適していると考えられる。魚類の個体数計測等の水産資源量調査ではビークル

に高い運動性能が求められるが、スラスターを持たないグライダー型水中ビークルの場合、特に滑空速

度の遅い初期の状態において、機体形状の非対称性や重心の僅かな変動が機体の運動性能に大きな影響

を与える。そこで、本研究では、ビークルの投入から定常状態に至る初期滑空状態における機体の運動

制御方法について調査した。 
 
2. グライダー型海中ビークルの概要 
水産資源量調査を目的として開発中の海中ビークルの写真を図 1 に示す。全長は 1.04ｍ、最大高さは

0.3ｍ、幅 0.356ｍであり、機体断面形状は NACA0030 の翼型を参考に製作している。機体は箱形の耐圧

容器と翼型の外殻で構成され、耐圧容器内部に滑空推進のための水中重量調節機構が装備されている。

表 1 に機体の主要目を示す。 
本機体の特徴として、耐圧容器内部に 4 本の独立した浮力調節装置を持つことが挙げられる。浮力調

節装置の写真を図 2 に示す。図 3 に示すように浮力調節装置はリニアアクチュエータと筒状のジャバラ、

アクチュエータヘッドにより構成されている。アクチュエータヘッドの位置をリニアアクチュエータに

より駆動してジャバラ内部の容積を調節することで、機体全体の重心位置と浮心位置を変化させ、機体

の水中重量と姿勢を制御することが可能となる。 

  
図 1 グライダー型海中ビークル     図 2 機体内部構造 

 

 
図 3 浮力調節装置構造図 

 
3. 機体運動制御系 

ビークルが海中に投入されると、機体は水中重量とトリム・ヒール角の自動調整を開始する。その後、

計画された定常滑空状態へと移行することとなるが、海中投入から定常滑空状態までの間は機体の前進

速度が小さく、機体運動が不安定となることが懸念される。ここでは、この初期滑空状態における機体

 表 1 機体主要目

浮力調節装置
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の安定性を確保するために自律制御系を開発し、その有効性について調査した。 
浮力調節装置を用いた機体の水中重量と姿勢の制御には、PD 制御方式を採用した。各浮力調節装置

のアクチュエータヘッドの制御量を、機体深度、ロール角、ピッチ角をフィードバックすることで決定

する。 
 
4. 初期滑空状態のシミュレーション計算 

開発された制御系に基づき、機体が水中に投入されてから定常滑空状態に移行するまでの初期滑空状

態について数値シミュレーション計算を実施した。計算開始時には、すべての浮力調節装置のアクチュ

エータヘッドが基準位置にあるものとし、トリム 3.0 度、ヒール 3.0 度を初期条件として与える。水中

重量を中性浮量、ヒール、トリム角を 0 度とするために、機体深度の目標値として 0.5m を与え、ロー

ル角とピッチ角の目標値は共に 0 度とする。次に、これらの自動調節終了後、定常滑空状態へ移行する

までの機体運動を計算した。ここでは、計算開始から 50 秒後に潜降を開始し、100 秒後に浮上に移行

するため深度目標値として 12.0ｍと 0.5ｍをそれぞれの時刻に与えている。この時の機体ピッチ角の時

刻歴を図 4 に示す。計算開始後 50 秒で潜降を開始しピッチ角は約 4 度の機種下げとなる。計算開始後

100 秒からは浮上に移行しピッチ角の最大値は約 3 度の機首上げとなる。図 5 には機体深度の時刻歴を

示す。本計算条件においては 50 秒間で約 7ｍ潜降し、その後 50 秒間で約 4m 安定に浮上することが確

認された。 

    

図 4 ピッチ角の時刻歴                        図 5 機体深度の時刻歴 
 
5. 水槽試験 
 開発された初期滑空状態用運動制御系の有効性を検討するために、水槽試験を実施した。ここでは、

運動計測用センサーの調整とその記録システムの試験を行い、グライダー型海中ビークルの運動計測方

法について検討した。 
 
6. まとめ 
グライダー型水中ビークルの初期滑空状態における機体運動の安定性の確保と定常滑空状態への速

やかな移行を目的として、運動制御系を開発しその有効性を数値シミュレーションにより調査した。そ

の結果、設計された制御系により機体投入後約 50 秒で水中重量と姿勢が安定することを確認した。さ

らに、自動調節後の定常滑空状態への移行についても調査し、設計された制御系に目標深度を適宜与え

ることにより安定した滑空運動が得られることを確認した。また、今後実施予定の運動性能試験のため

に、グライダー型海中ビークルの運動計測手法について調査を実施した。 
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壁乱流における大規模構造の統計法則と動力学に果たす役割
研究代表者・辻 義之（名古屋大学）

1 研究集会の開催目的
壁面に沿って発達する流れ（乱流境界層）には，様々な長さスケールを有する渦構造（組織的構造）が存
在することが古くから知られ，境界層中の乱れエネルギーの生成や散逸に重要な役割をはたしている．近
年，直接数値計算（DNS）の結果から，スパン方向へ時空間的に揺らぎながら，流れ方向へ 20 δ（δは境界
層厚さ）程度の大きさをもつ構造が対数領域から粘性低層に存在することが，豪州の研究グループにより
報告されている．このようなスパン方向への運動を含み，流れ方向へ大きなスケールを持つ構造は，従来
の組織構造の概念を超えるもので Super Structure（SSと略記する）と名付けられた．SSは乱流境界層中の
平均速度プロファイルのみならず，運動量やエネルギーの輸送にも大きな影響を与えることが予想される．
SSと乱流統計量，その動力学は明らかになっておらず，広い分野の研究者らの活発な議論をおこないたい．
SSは壁との相互作用から壁面でのせん断応力生成への関与も指摘されている．その過程を明らかにするこ
とから，壁面でのせん断応力の低減方法について考察する．壁乱流は，大気海洋などの広範な分野にみら
れ，抵抗低減など省エネに関する応用研究へも発展が期待される．応用力学研究所における異分野研究の
相互の利点を生かした研究を実施することは意義あることと考えられる．

2 プログラム
２月２２日（土）
13:00–13:45 乱流遷移領域に見られる大規模間欠構造について

福留功二（立命館大理工），剌刀一匡，大上芳文
13:45–14:30 超音速境界層の遷移初期段階における流入攪乱スペクトルの影響

渡辺大輔（富山大理工）
14:45–15:30 壁面進行波状プレデターミンド制御による乱流摩擦抵抗低減及び再層流化現象

守 裕也（東京農工大），岩本 薫，村田 章
15:30–16:15 乱れのダイナミクスにおける大規模構造の役割

水野吉規（同志社大理工）
16:30–17:15 高レイノルズ数チャンネル乱流場における大規模構造の影響と寄与

山本義暢（山梨大医工総合），辻 義之

２月２３日（日）
9:00– 9:45 機能性塗料を用いた抵抗低減効果

高木洋平（阪大基礎工），中本真義，山本 功
9:45–10:30 高レイノルズ数実流試験設備と管摩擦係数

古市紀之（産総研），寺尾吉哉
10:45–11:30 乱流のラテラルコンタミネーションの臨界条件について

稲澤 歩（首都大），淺井雅人
11:30–12:15 一様剪断乱流における自己維持過程とバースト現象

関本 敦 (マドリード工科大)，Siwei Dong, Javier Jimenez

12:15–12:30 総合討論
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3 講演内容の概要

乱流遷移領域に見られる大規模間欠構造について
福留功二，剌刀一匡，大上芳文

乱流遷移域に見られる大規模間欠構造についてその
構造とダイナミクスを議論する．特に，レイノルズ
数効果と大規模間欠構造の角度の影響を述べる．ま
た，実験における結果も報告する．

超音速境界層の遷移初期段階における流入攪乱スペ
クトルの影響
渡辺大輔

M2.5の超音速境界層において，主流乱れの影響を非
定常空間発展DNSの実行により調べた．上流で与え
る攪乱の振幅およびエネルギースペクトルの分布が
ストリーク構造形成に及ぼす影響についての研究結
果を紹介する．

壁面進行波状プレデターミンド制御による乱流摩擦
抵抗低減及び再層流化現象
守 裕也，岩本 薫，村田 章
乱流摩擦抵抗は層流に比べ著しく増大することが知
られており，これを低減する手法の開発は工学的に
は輸送コストの削減などに大きな貢献ができると期
待されている．本研究では抵抗低減制御の一つであ
る壁面進行波状制御について注目する．この制御は
センサを必要としないプレデターミンド制御手法の
一つであり，大きな摩擦抵抗低減効果を有する．近
年では摩擦抵抗低減のみならず乱流を層流化させる
ことも報告されており，本講演では制御効果及びそ
の流れ場の詳細について述べる．

乱れのダイナミクスにおける大規模構造の役割
水野吉規
壁乱流において流れ方向に長大な乱れの構造が現れ
ることは非常によく知られている. これら大規模構
造の時間・空間スケールは, 乱れの活発なスケールか
らかけ離れており, レイノルズ応力への寄与はほと
んどない. しかしながら, これらの大規模構造は, レ
イノルズ応力を担う乱れを誘起するせん断場を与え
る背景場の役割を持っており, 乱れのダイナミクスに
おける役割は必ずしも無視できるものではないと考
えられる. 本研究では, 同時に実行される２つのチャ
ネル乱流の数値計算に対して, 一方の一部の情報を

他方に定期的にコピーするデータ同化を行うことで,

大規模構造の動的な役割を検証する試みを行った.

高レイノルズ数チャンネル乱流場における大規模構
造の影響と寄与
山本義暢，辻 義之
高レイノルズ数チャンネル乱流場のDNS結果に基づ
き，大規模構造の影響を調べた．これまで報告されて
いるレイノルズ数域を上回る条件下における，PMS

及び 2点間相関係数とその可視化結果を示す．また，
DNSデータベースを用いてフィルタを施し，4象限
解析における大規模構造の役割を検討するとともに，
LESにおける再現性，スマゴリン係数のレイノルズ
数効果について言及する．

機能性塗料を用いた抵抗低減効果
高木洋平，中本真義，山本 功
従来防汚性を重視していた船底塗料に新たな機能を
付加し，粘性摩擦抵抗を減らす省エネルギー技術が
注目されている．しかし，その抵抗低減メカニズム
については未解明な部分が多く，最適な材料及び塗
装技術は求められていない．本講演では機能性塗料
による摩擦抵抗低減効果を解明するために行った壁
乱流の直接数値計算結果を中心に議論を行う．

高レイノルズ数実流試験設備と管摩擦係数
古市紀之，寺尾吉哉
産業技術総合研究所における高レイノルズ数実流試
験設備を用い，10の 7乗を超えるレイノルズ数域に
おいて，高精度な管摩擦係数の実測試験を実施した．
設備を紹介するとともに，その実験結果を発表する．

乱流のラテラルコンタミネーションの臨界条件につ
いて
稲澤 歩，淺井雅人
平板境界層における乱流くさびの拡がり（ラテラル
コンタミネーション）の開始の条件について風洞実
験により調べた結果を発表する．

一様剪断乱流における自己維持過程とバースト現象
関本 敦，Siwei Dong, Javier Jimenez

一様剪断乱流のシミュレーションを長時間行うと，発
達した乱流場は計算領域の拘束を受けているものの，
壁乱流と同様に準周期的なバースト現象が観測でき，
その統計量は壁乱流の対数領域のものとよく一致す

る．この乱流は大スケール運動が計算領域による拘
束を受けるという意味でミニマル乱流である．本研
究では，ニュートン法を用いて求めた不安定周期解
を詳しく調べ，一様剪断乱流の自己維持課程やバー
スト現象との関連性について議論する．

4 開催日程，場所
開催日程 2014年 2月 22日（土）– 23日（日）
開催場所 九州大学応用力学研究所西棟６階多目的研究交流室（W601号室）
講演数 9件
参加者数 18人
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